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【要旨】  

ポスト BEP S 時代のわが国の移転価格税制の課題について  

〜実体法と手続法の両面から〜  

 

沖野 洋子  

 

本稿は、国際的事業再編を伴う典型的な ATP であるコミッショネ

アスキームが利用されたアドビ事件を中心的な素材にして、実体法

と手続法の両面から考察し、ポスト BEP S 時代のわが国の移転価格

税制の課題を明らかにすることである。また、それらの課題解決の

ため、若干の提案をする。なお、筆者の問題意識は、実体法面が機

能するためには、手続法面の充実がより重要ではないかという点に

ある。  

 第１章では、BEPS プロジェクト前のわが国の移転価格税制につ

いて考察を行った。  

アドビ事件の分析からわが国の移転価格税制が抱える問題は、実

体法面での ATP に対する特別な対抗措置の不備であり、手続法面

での国外情報入手手段の不備であることを指摘した。実体法面では、

裁判所が、私法上の法関係を優先する態度を示し、多国籍企業が、

契約書上でグループ内の機能やリスクの配分をコントロールし、租

税回避が可能な状況に対して、わが国の移転価格税制がその目的を

果たせないことが浮き彫りとなった。また、実体法が機能するため

には、手続法の充実が鍵であり、特に多国籍企業と税務当局との情

報の非対称性の解消、つまり、多国籍企業の保有する情報の入手が

大きな課題であった。  

第２章では、BEP S プロジェクト後のわが国の移転価格税制が

ATP に対して十分に対抗できるかを実体法と手続法の両面から考察

した。  

アドビ事件再考の結果、BEPS 後のわが国の移転価格税制は、実



 

 
 

体法面においても手続法面においても、AT P に対していまだ脆弱で

あると認められた。まず、実体法面の課題は、より経済的実質に軸

足を置いた TP ガイドラインと形式重視のわが国の移転価格税制と

の整合性である。「移転価格と価値創造の一致」という基本理念の

実現のため、改正後の TP ガイドラインは、正確な描写分析（つま

り実質）に基づく比較可能性分析の指針を示したが、わが国の法令

等の改正はなされておらず、これが移転価格上の価格の引き直しの

範囲なのか、取引の再構築になるのかも明確でない。また、事業再

編に係る指針もいまだ反映されていない。  

上記の実体法面の課題に対処するために、措法 6 6 条の４の規定

振りを OECD モデル租税条約９条と平仄を合わせて、「価格」から

「条件」、あるいは、「価格」でなく「所得」に変更するなど、通常

の移転価格分析上の価格の引き直しの範囲であるとの明確化を図ら

れるべきであり、また、移転価格を利用した租税回避に対抗するた

めには、移転価格上の否認規定を導入するなど国内法を整備して、

TP ガイドラインが許容する範囲で取引の否認・再構築を認めるこ

とも検討されるべきである。法制化が困難であるならば、事務運営

指針等で、移転価格分析や事業再編の取扱いを明確にし、予測可能

性を確保する必要がある。  

次に、手続法面での移転価格税制における最も大きな課題は、納

税者からの資料提出を担保する制度の充実にある。ポスト BEP S で

は、実質重視にシフトし、どこで価値が創造されているかを把握す

る必要がある。これは、これまで以上に、税務調査での実態確認と

その裏付資料の入手が重要性を増すことを意味する。文書化制度の

強化が解決策の１つであるものの、企業のコンプライアンスコスト

の増大という別の課題が生じる。また、多国籍企業に対する過度な

情報開示の要求は、わが国の企業の進出国での移転価格課税リスク

増大に繋がるという懸念もある。そこで、AT P を企てる多国籍企業

から直接情報を入手する仕組みを構築することが検討されるべきで

あり、英国やオーストラリアの迂回利益税（D PT）の制度設計は大



 

 
 

いに参考になる。英国では、D P T の導入により、長期間未決着だ

った移転価格事案が終結し法人税が増加するとともに、企業行動の

是正を促したと評価されている。また、推定課税は、納税者のコン

プライアンスに強い圧力を与え、納税者から必要な情報提供を促す

非常に有効な手段であるから、今後も維持されるべきと考える。一

方、納税者の負担を考慮し、移転価格課税について、文書化義務を

果たしていた場合の過少申告加算税の軽減や少額取引の免除、政府

によるベンチマークの提供なども検討の余地がある。  

 おわりに、2 02 1 年 10 月、「BEPS 包摂的枠組み」会合にて、

BEP S プロジェクト行動１（法人税の最低税率といわゆるデジタル

課税の導入）に係る新たな国際法人課税ルールに関する国際合意が

なされた  。わが国でも、今後、デジタル課税等の導入に向けて国

内法の整備がなされていくだろうが、実際に執行がなされる場合は、

各国の税務当局が自国に拠点のない外国法人に申告、納税を求める

こととなるため、正しく申告されているかを確認するには、外国法

人に対する税務調査や国外情報の入手手段など、執行面の実行可能

性のある制度設計の整備が喫緊の課題となろう。新ルールでは、超

過利益の一部が市場国に配分されるとともに、移転価格税制におい

ては、「価値創造に沿った利益配分」という曖昧な概念を採用した

ことにより  、わが国の企業にとって、進出先の新興国にて、自国

企業の価値創造への貢献を主張され、利益分割法や定式配分方式に

て移転価格課税を受けるリスクが一層高まる結果となった  。よっ

て、クロスボーダー取引に係る紛争の増加が懸念され、事前回避や

紛争解決の制度の充実が求められる。  

 デジタル課税は、移転価格税制と重なる部分が多く、特に

OECD が長年固持してきた独立企業原則を超えて、定式配分方式

を一部容認する動きも認められるので、デジタル課税の実体法面及

び手続法面についての課題について、今後の研究の課題としたい。  
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凡 例 

 本稿で引用する日本法令等及び国際機関による文書等は、原則とし

て 2021 年 12 月末現在による。なお、O ECD 移転価格ガイドライン

について、公表年度の記載がない場合は、2017 年度版からの引用で

ある。  
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はじめに  

 税源浸食と利益移転（Ba se  Ero s i o n  a n d  P ro f i t  S h i f t i ng、以下

「BEP S」という。）は、多国籍企業による各国の税制の相違点や不

整合を利用して、低税率国または無税率国へ利益を人為的に移転させ

る、あるいは、利息やロイヤリティなどを計上して課税所得を減少さ

せるといった行為、Ag g re ss iv e  Tax  P la n ni ng（以下「ATP」とい

う。）により生じる 1。  

本稿で中心的な素材とするアドビ事件 2は、アドビグループの事業

再編 3に伴い、日本法人が再販売業者からコミッショネアへ転換され

たことにより、日本市場における再販売に係る利益が低課税国へ移転

され、日本法人の申告所得が大幅に減少した BEP S 事件である。課

税庁は、移転価格税制を適用して、再編後の日本法人と国外関連者と

の役務提供取引の価格が独立企業間価格に満たないことを理由に課税

処分を行ったが、課税庁が採用した独立企業間価格の算定方法の適否

等が争われ、地裁では課税庁が勝訴、高裁では課税庁が敗訴し、課税

庁が上告せず確定した。  

第１章で検討するように、アドビ事件により実体法面での租税回避

に対する移転価格上の特別措置の不備、手続法面での国外情報入手手

段の不備が明らかとなったといえる。  

そこで、本稿の目的は、BEPS プロジェクトの議論を経て、その勧

告に整合的に国内法が整備されたが、BEPS プロジェクト後のわが国

 
1  AT P の明確な概念、定義は存在しないが、次の論文等を参照し、本稿では、多

国籍企業による合法であるが法の精神に反する租税回避行為と整理する。

h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / t a x / b e p s / a b o u t / # m i s s i o n - i m p a c t  
O E C D  H P（最終検索日：令和３年 1 2 月 5 日）、緒方健太郎「B E P S  プロジェ

クト等における租税回避否認をめぐる議論」ファイナンシャルレビュー 1 2 6 号

1 9 6  、  1 9 6〜 1 9 8 頁（ 2 0 1 6）、長戸貴之「『分野を限定しない一般的否認規定

（G A A R）』と租税法律主義」ファイナンシャルレビュー 1 2 9 号 1 6 9、 1 6 9〜

1 7 5 頁（ 2 0 1 7）。  
2  東京地判平成 1 9 年 1 2 月７日訟月 5 4 巻８号 1 6 5 2 頁、東京高判 2 0 年 1 0 月

3 0 日税資 2 5 8 号順号 11 0 6 1。  
3  事業再編は法令用語ではなく、一般的な定義はない。T P ガイドラインは、「多

国籍企業による機能、資産、及びリスクの国境を超えた再編」（パラ９． 1）と定

義する。増井良啓「事業再編」日税研論集 6 4 巻 6 9、 7 2 頁（ 2 0 1 3 )  。  
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の移転価格税制が AT P に対抗できるのか検証して、実体法面と手続

法面の双方からの課題を明らかにすることである。なお、筆者の問題

意識は、実体法面が機能するためには、手続法面の充実がより重要で

はないかという点にある。  

 本稿の構成は、第１章では、BEP S プロジェクト前の移転価格税制

について考察する。第１節では、わが国の移転価格税制の特徴を確認

した後、第２節では、アドビ事件を素材に、高裁判決の問題点や課税

庁がとり得た課税手段などを分析する。第３節では、アドビ事件の分

析からわが国の移転価格税制が抱える問題を指摘し、ATP に対して、

わが国の移転価格税制に限界があったことを明らかにする。  

第２章では、BEP S プロジェクト後の移転価格税制について検討を

加える。第１節では、BEPS に対する移転価格税制における対処とし

て、まず、BEP S プロジェクトの成果物である最終報告書／TP ガイ

ドラインの改定の内容及びわが国の税制改正の状況、次に、諸外国の

独自の対処の例を確認する。第２節では、BEPS 後の法状況を踏まえ

てアドビ事件を再考し、わが国の移転価格税制が、同様の ATP に対

抗できるのかを検証する。第３節では、実体法及び手続法の両面から、

ポスト BEP S 時代のわが国の移転価格税制の課題を提起し、それら

の課題に対する解決策について若干の提案を行う。  

 

第１章 BEP S プロジェクト前の移転価格税制  

第１節 わが国の移転価格税制の特徴  

１ 「独立企業間価格
、、

」概念の採用（実体法面の特徴）  

 わが国の移転価格税制は、昭和 61（19 86）年税制改正にて導入さ

れた。措法 66 条の４第１項で、「法人が、国外関連者との間で国外関

連取引を行った場合に、当該国外関連取引につき、当該法人が当該国

外関連者から支払を受ける対価の額が独立企業間価格に満たないとき、

又は当該法人が当該国外関連者に支払う対価の額が独立企業間価格を

超えるときは、当該国外関連取引は、独立企業間価格で行われたもの

とみなす。」との趣旨の規定を置き、第２項以下で具体的な独立企業



 

3 
 

間価格の算定方法を定めている 4。つまり、移転価格税制は、「みなし

規定」であるから、本税制が発動されたとしても、私法上の取引が変

更されるわけではない 5。よって、移転価格税制が適用された場合、

取引価格と独立企業間価格との差額を国外関連者からの回収も求めら

れない 6。これは、法人はその国外関連取引の対価が独立企業価格と

異なる場合には、独立企業間価格で申告しなければならないというこ

とであり、申告調整型の制度と整理されている 7。また、移転価格税

制は、客観的に算定された独立企業間価格と実際の取引価格の間に差

異があり、結果として、わが国の課税所得が減少している場合に適用

され、所得移転の目的や租税回避目的が存することは要求されない 8。  

 わが国の移転価格税制の一番の特徴は、「独立企業間価格」 9という

「価格」で捉えていることにある 1 0 。独立企業原則 1 1 の根拠である

OECD モデル租税条約第９条 1 項の特殊関連企業条項は、「特殊関連

にある企業間で独立企業間と異なる条件
、、

で取引が行われた場合で、当

該条件がなければ発生したであろう利得が当該条件ゆえに発生してい

ない場合には、当該利得の課税所得に含めることができる」としてお

り、また否認型の制度を採用する米国の移転価格税制は 1 2、内国歳入

 
4  駒宮史博「移転価格税制の導入」金子宏編著『租税法の発展』2 3 9 頁（有斐

閣、 2 0 1 0）。  
5  太田洋「我が国の移転価格税制の概要」中里実=太田洋=弘中聡浩=宮塚久編著

『移転価格税制のフロンティア』６頁（有斐閣、2 0 11）。  
6   澤田耕「国際税務支援等リレー論文 (第 2 回 )移転価格税制に係る文書化制度へ

の対応等について」税理 6 0 巻 11 号 2 1 0、 2 11 頁（ 2 0 1 7）。  
7  金子宏「移転価格税制の法理論的検討 -わが国の制度を素材として」『所得課税

の法と政策』 3 7 1 頁（有斐閣、1 9 9 6）。  
8  太田・前掲注 5、６頁。  
9  金子教授は、「独立企業間価格」という極めて不明確な概念を中心に構成されて

いるために、納税者から見れば法的安定性を害される危険性があり、独立企業間

価格算定の解釈・適用の明確化が必要」と指摘。金子・前掲注 7、 3 6 4 頁。  
1 0  久保田幸「移転価格税制における独立企業原則と二重課税の排除に関する研究

－新興国の動向を踏まえて－」早稲田大学審査学位論文（博士）1 7 頁（ 2 0 2 0）。  
1 1  「米国や O E C D 加盟国の中でも独立企業原則の理解が異なり、原理的な場面

で対立が生じることがある。」吉村政穂「B E P S  によって何が変わったか」租税

研究 7 9 9 号 2 0 5、 2 1 0 頁（ 2 0 1 6）。  
1 2  金子氏は、米国の内国歳入庁に否認権を認める否認型制度について、租税行政

庁による不意打ちの危険が絶えずあり法的安定性が脅されるおそれが少なくない

と指摘。金子・前掲注 7、 3 7 1〜 3 7 2 頁。  
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法典（ I nt e rna l  Rev e n ue  Co de、 I RC）48 2  条で「内国歳入庁長官

は企業所得を正確に算定するために必要と認められる場合には、同一

の利害関係者によって所有または支配されている二つの企業のいずれ

においても、それらの間に総所得等を配分し、割り当て、または振り

替えることができる」と規定し 1 3、いずれも「価格」という概念はな

い 1 4。  

２つ目の特徴は、わが国の移転価格税制に係る法令は非常に簡素で

あり、国税庁が発遣した解釈通達（租通 66 条の４関係）及び「移転

価格事務運営要領の制定について（事務運営指針）」（以下「事務運営

指針」という。）が、その解釈及び適用において、実務上の重要な指

針となっていることである 1 5。また、事務運営指針１－２（基本方針）

は、「移転価格税制に基づく課税により生じた国際的な二重課税の解

決には、移転価格に関する各国税務当局による共通の認識が重要であ

る こ と か ら 、 調 査 又 は 事 前 確 認 審 査 に 当 た っ て は 、 必 要 に 応 じ

OECD 移転価格ガイドラインを参考にし、適切な執行に努める。」と

されており、解釈や適用が国内法令等で明らかでない場合には、

OECD 移転価格ガイドライン（以下「T P ガイドライン」という。）

を参照することになる。裁判所も、「わが国の移転価格税制の規定の

解釈適用に当たっては、わが国の移転価格税制が独立企業原則という

諸外国の移転価格税制と共通の基礎に立脚するものであることに配意

しなければならないのであって、具体的には TP ガイドラインの記載

を踏まえてしなければならない」と判示しており 1 6、同じ立場をとっ

 
1 3  金子宏『租税法（第 2 4 版）』6 0 1 頁（弘文堂、2 0 2 0）。  
1 4  山川氏は「法制の書き振りが執行の属性に多少なりにも影響を与えていまいか

という点であろうか。」と指摘、山川博樹「日本の移転価格税制の概要」本庄資編

著『移転価格税制執行の理論と実務』 1 0〜 11 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）、本庄

資「移転価格税制の本質」『移転価格税制執行の理論と実務』4〜５頁（大蔵財務

協会、2 0 1 0）、増井・前掲注 1 2、 4 6〜 4 7 頁。  
1 5  太田・前掲注 5、５頁、久保田・前掲注 1 0、 1 9 頁、中里実=弘中聡浩=渕圭吾

=伊藤剛志=吉村政穂編『租税法概説（第４版）』 3 3 0 頁（有斐閣、 2 0 2 1）（渕圭

吾執筆箇所）。  
1 6  東京地判平成 2 6 年８月 2 8 日 L E X / D B 文献番号 2 5 5 0 4 7 1 6、東京高判 2 7 年

５月 1 3 日 L E X / D B 文献番号 2 5 5 4 0 9 5 3、東京地判平成 2 9 年４月 11 日

L E X / D B 文献番号 2 5 5 4 3 0 3。  
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ている。これまでの税制改正も TP ガイドラインの改定に合わせて、

整合的に実施されており 1 7 、わが国の移転価格税制事務の執行は、

OECD ルールに沿って行われている。  

２ 執行可能性担保のための推定課税と同業者調査の採用

（手続法面の特徴）  

手続法面では、独立企業間価格を算定するために、納税者の協力が

不可欠であることから、わが国の移転価格税制では、税制導入の初期

段階から、納税者の資料提出を担保する制度が整備されている 1 8。  

（ 1）資料提出義務（国外関連者が保存する帳簿書類等の入

手努力義務 1 9）  

 昭和 61（1 986）年度の創設時には、税務職員は、国外関連取引に

関する調査について必要があるときは、納税者に対し、国外関連者が

保存する帳簿書類等の提示・提出を求めることができ、納税者は、提

示・提出を求められたときは、当該帳簿書類等の入手に努めらなけれ

ばならないと規定されていた。この規定は、税務調査において、国外

関連者に対して直接的に、または納税者を通じて間接的に、国外関連

者の保有する資料等の提出を、任意の協力により求めるものであり、

 
1 7  久保田・前掲注 1 0、 1 9 頁、中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、 3 3 0 頁。  
1 8  資料入手を担保する制度の他、わが国の移転価格税制で特筆すべきは、移転価

格税制の適正・円滑な執行を図るために、わが国では、移転価格税制が導入され

た翌年の昭和 6 2（ 1 9 8 7）年、事前確認方式（P r e - C o n f i r m a t i o n  
S y s t e m  ; P C S）を他の国に先駆けて導入したが挙げられる。当初は、日本の課

税当局のみとの事前確認であったが、平成３（1 9 9 1）年に米国が、２ヵ国間の確

認を前提とする日本の確認方式に類似した制度（A d v a n c e  P r i c i n g  
A g r e e m e n t   ; A PA ）を導入したことを受け、わが国においても相互協議条項を

通じて２ヵ国間での確認は可能であると解釈し、2 カ国間での確認を受入れた。

事前確認制度は、現在では、O E C D 加盟国だけでなく非加盟国も含めて、多くの

国でこの制度が導入され、将来の移転価格課税リスクを回避する手段として広く

利用されている。水野時孝＝村松昌信＝河村真紀子共著 羽床正秀編著『移転価

格税制詳細〜理論と実践ケーススタディ』5 8 1 頁（大蔵財務協会、 2 0 2 0）、大野

雅人「事前確認手続の現状と課題」本庄資編著『移転価格税制執行の理論と実

務』 8 0 1〜 8 0 4 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）。 
1 9  「単なる「努力義務」に止めているのは、①国外関連者がわが国の法人税法の

施行地外に所在するものであること、②実際問題として特に子会社にとってその

国外関連の親会社からその保有する資料まで入手することが困難である場合も多

いことなどを考慮したものとされる。」山川博樹『我が国における移転価格税制の

執行 -理論と実務 -』 4 7 頁（税務研究会出版、 2 0 0 6）。  
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国外関連者に対して質問検査権の行使をするものではない（領土主権

の範囲に限られるから、国外関連者に対して質問検査権を行使はでき

ない）と解釈されている 2 0。  

 この努力義務規定は、第２章第１節１（ 2 ）で後述する平成 2 8

（20 16）年度税制改正で同時文書化制度が整備されたことに伴い削

除されたが、その理由について、「ローカルファイルの作成、取得、

保存が義務付けられることとの整合性並びに推定課税及び同業者調査

は納税者が入手努力を尽くさないことを要件としていない旨の明確化

といった観点から削除」したと説明されている 2 1。  

（2）推定課税及び同業者調査  

 昭和 61（1 986）年の制度創設時に、上記（1）の資料の入手努力

義務とともに、税務職員が納税者に国外関連取引に係る独立企業間価

格を算定するために必要と認められる書類等の提示・提出を求めた場

合において、納税者がこれらを遅滞なく応じなかったときは、税務署

長は、一定の方法により算定した金額を当該独立企業間価格と推定し

て、更正等をすることができるという推定課税が規定された。この規

定は、①移転価格税制が、海外に所在する関連企業との取引について、

多様な要因により決定される取引価格の妥当性を問題とする制度であ

り、取引価格の決定根拠や他の通常の取引価格に関する情報について

納税者側から資料提供という形で協力が行われることが極めて重要で

あること、②仮に納税者から協力が行われない場合に課税当局が何の

手だてもなくこれを放置せざるを得ないことになれば、本制度の適正

かつ公平な執行を担保し難いことから設けられたものである 2 2。  

 平成３（ 1991）年度税制改正では、さらに、納税者の国外関連取

 
2 0  金子宏『租税法理論の形成と解明  下巻』2 6 8 頁（有斐閣、 2 0 1 0）。  
2 1  高橋隆太＝山田博志=中澤弘治＝加藤隆宏=築山大祐「平成 2 8 年度国際課税関

係の改正」『平成 2 8 年度税制改正の解説』 5 6 2、 5 7 3 頁（財務省、 2 0 1 6）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 111 2 2 4 5 7 / w w w. m o f . g o . j p / t a x
_ p o l i c y / t a x _ r e f o r m / o u t l i n e / f y 2 0 1 6 / e x p l a n a t i o n / i n d e x . h t m l  
財務省 H P（最終検索日：令和 3 年 2 月６日）。  
2 2  荒巻健二「移転価格税制の創設」『昭和 6 1 年度  改正税法のすべて』 1 8 6、

2 1 0 頁（大蔵財務協会、 1 9 8 6）。  
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引に係る事業と同種の事業を営む者（同業者）に対する質問検査権が

規定された。これは、税務職員が納税者に国外関連取引に係る独立企

業間価格を算定するために必要と認められる書類等の提出等を求め、

納税者がこれらを遅滞なく応じなかった場合、税務職員に対し、その

必要と認められる範囲内において、同業者に質問検査権を行使し、当

該事業に係る書類等の提出等を求める権限を与えるものである。また、

同業者が正当な理由なく応じない場合には、同業者に対してペナルテ

ィが科される。  

しかしながら、税務職員が、同業者から入手した情報については、

税務職員には守秘義務が課されていることから、納税者には開示され

ない（いわゆる、シークレットコンパラブル）ため、訴訟となった場

合に、納税者 が攻撃防 衛できないという批判があり 2 3 、平成 2 3

（20 05）年度の事務運営指針の改正で、シークレットコンパラブル

を選定した場合には、税務職員の守秘義務規定の規定に留意した上で、

選定のために用いた条件、比較対象取引の内容、差異の調整方法等を

法人に対し十分説明することが明示された 2 4。この改正について、従

前から、シークレットコンパラブルの適用にあたっては、納税者に対

して、守秘義務の範囲内でその内容を説明するよう運用していたとこ

ろ、事務運営指針に明示し、職員へのなお一層の周知徹底を図ると説

明されている 2 5。  

このように、わが国の移転価格税制は、手続法面においては、立証

責任が課税庁にある前提で 2 6、独立企業間価格算定のために必要な資

料情報提出に関する執行可能性を担保するため、納税者の国外関連者

の保有する書類入手義務、納税者が資料提出しない場合の推定課税及

 
2 3  「日本は、納税者の非協力に対し、推定課税やシークレットコンパラブルの提

供を行う点が問題である。」大城隼人『移転価格税制の紛争解決に関する研究 日

本ベース多国籍企業における経済的二重課税の紛争解決メカニズムの追究』 1 5 0
頁、 1 9 4 頁（税務経理協会、 2 0 1 4）、大野・前掲注 1 8、 1 5 0 頁。  
2 4  事務運営指針３－５（ 6）  
2 5  松下滋春「移転価格関連通達等の改正について」租税研究 7 4 9 号 1 9 8、 2 1 6
〜 2 1 7  頁（ 2 0 1 2）。  
2 6  金子・前掲注 1 3、 11 3 5～ 11 3 6 頁。  
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び同業者に対する質問検査権の行使の規定で対処してきた 2 7という特

徴がある。  

第２節 わが国の BEP S 事件（アドビ事件）  

 わが国においても、課税庁が、AT P による BEP S を問題視して課

税に至ったと考えられる事案が散見される 2 8。  

 国際的事業再編を伴う典型的な AT P 2 9の１つであるコミッショネア

スキームを利用したアドビ事件では、課税庁は、日本法人と国外関連

者との取引は、形式的には役務提供取引であるが、事業再編後におい

ても再販売取引と類似した機能を果たしていたことから、ソフトウエ

アの受注販売方式の再販売取引をシークレットコンパラブルとして用

いて、再販売基準法に準ずる方法と同等の方法により移転価格課税を

行ったが、課税庁の主張は認められず、ATP に対して移転価格税制

の限界が明らかとなった。本節では、BEPS プロジェクト前に争われ

たアドビ事件を素材に、わが国の移転価格税制の実体法上及び手続法

上の課題について分けて考察する。  

１ 事案の概要  

Ｘ（原告・控訴人）は、従前、米国に所在する究極の親会社からコ

ンピュータソフトウエア等の製品を仕入れて日本国内において販売す

る再販売業者だったところ（図表１）、企業グループ内の事業再編に

 
2 7  大城・前掲注 2 3、 1 9 4 頁、大城隼人「移転価格文書化の目的と変化 移転価

格リスク評価として文書化目的と移転価格調査目的としての文書化目的」中国学

園紀要 1 8 号、 1 9 3、 1 9 9 頁（ 2 0 1 9）。  
2 8  ガイダント事件（東京地判平成 1 7 年 9 月 3 0 日判タ 1 2 6 6 号 1 8 5 頁、東京高

判平成 1 9 年６月 2 8 日判時 1 9 8 5 号 2 3 頁）、アマゾン事件（平成 1 7 年７月５日

朝日新聞記事）、 I B M 事件（東京地判平成 2 6 年 5 月 9 日訟月 6 1 巻 11 号 2 0 4 1
頁、東京高判平成 2 7 年３月 2 5 日 6 1 巻 11 号 1 9 9 5 頁、平成 2 8 年 2 月 1 8 日最

高裁不受理決定 L E X / D B 文献番号 2 5 5 4 2 5 2 7、ユニバーサルミュージック事件

（東京地判令和元年６月 2 7 日 L E X / D B 文献番号 2 5 5 7 0 4 1 2、東京高判令和 2
年 6 月 2 4 日税資 2 6 9 号順号 1 3 2 8 6）。  
2 9   事業再編には、しばしば、将来的な利益を生む可能性のある無形資産やリス

ク、機能の集中化を伴うことがあり、一般的な例として、フルフレッジ販売会社

から本人として活動するリスク限定販売会社、マーケティング業者、販売代理

店、コミッショネアへの転換などを挙げている（2 0 1 7 年版 T P ガイドライン・

パラ 9 . 2）。  
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より、低税率国に所在する国外関連者 3 0（以下「本件国外関連者」と

いう。）の販売支援サービス業者になり（図表２）、手数料ビジネスに

転換したことに伴い、日本におけるＸの利益が大幅に圧縮されること

となった。  

【図表１：事業再編前の取引】 3 1  

 

【図表２：事業再編後の取引】  

 

このコミッショネアスキームに対して、課税庁Ｙ（被告・被控訴人）

は、事業再編後のⅩと本件国外関連者との役務提供取引 (以下「本件

国外関連取引」という。 )について、同種または類似のソフトウエア

を販売する非関連者間の取引（再販売取引）を比較対象取引（以下

「本件比較対象取引」という。）に選定し、再販売価格基準法に準ず

る方法と同等の方法（以下「本件算定方法」という）を適用して、Ｘ

が本件国外関連者から支払を受けた対価の額が措法 6 6 条の４第２項

 
3 0  再編後の 1 年間はケイマンに所在する国外関連者、その後、アイルランドに新

設された国外関連者との役務提供取引に変更されたが、本稿では、両者をまとめ

て国外関連者として説明している。  
3 1  図表１及び２の取引図は、アドビ事件地裁及び高裁判決文の事実関係、居波邦

泰「B E P S による国際課税制度下での立証責任に対する一考察」税大論叢 8 7 号

2 9 3 頁（ 2 0 1 6）、久保田・前掲注 1 0、 3 9 頁を参考に筆者作成。  

親会社

（米国）

Ⅹ

（日本）

卸売業者
エンド

ユーザ―

製品（棚卸資産取引） 製品 製品

販促活動・カスタマーサポート
利益10%

（日本）

国外関連者

（ケイマン）
（アイルランド）

親会社

（米国）
Ⅹ

（日本）

卸売業者
エンド

ユーザ―

製品 製品

販促活動・カスタマーサポート

製品

業務委託

（役務提供取引）

利益1.5%

（日本）（軽課税国）

BEPS

（米国）
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所定の独立企業間価格に満たないと移転価格課税を行った。この処分

（以下「本件処分」という。）に対して、Ｘが、本件比較対象取引の

本件国外関連取引との機能およびリスクの類似性の欠如等を理由に、

本件算定方法は違法である旨を主張して、本件処分の取消しを求めた

事件である。  

２ 高裁判旨  

 本件の争点は、「本件手数料の額が独立企業間価格に満たないもの

であるか」及び「本件処分に質問検査権限の行使に係る違法事由があ

るか」の２点である。前者は実体法上の問題であり、後者は手続法上

の問題であるが、実体法上の争点のポイントとして、①基本３法と同

等の方法を適用できないことの立証責任の所在 3 2、②Ｙが採用した本

件算定方法が、措法 6 6 条の４第２項２号の再販売価格基準法に準ず

る方法と同等の方法にあたるか、③Ｙが選定した比較対象取引の比較

可能性があるか、④比較対象取引の差異調整が妥当かの４点が挙げら

れる。  

これらの争点について、高裁は、以下のとおり判示した。  

 (1 )  「基本３法と同等の方法を適用できない場合」にあたるかの立証

責任の所在について  

 高裁は、地裁と同様に「課税庁が合理的な調査を尽くしたにもかか

わらず、基本３法と同等の方法を用いることができないことについて

主張立証をした場合には、基本３法と同等の方法を用いることができ

ないことが事実上推定され、納税者側において、基本３法と同等の方

法を用いることができることについて、具体的に主張立証する必要が

あるものと解するのが相当である」とし、本件については、「基本３

法と同等の方法を用いることができないことについてのＸの立証があ

ったというべきである。」と判示した。  

 (2 )  本件算定方法について  

 高裁は、地裁とは全く異なる判断をした。  
 

3 2  本件処分時は、基本３法が優先し、その他の方法は劣後していた。平成 2 5
（ 2 0 1 3）年度税制改正により、ベストメソッドルールに変更された。  
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 まず、果たす機能について、高裁は、「本件国外関連取引において

Ｘが果たす機能と、本件比較対象取引において本件比較対象法人が果

たす機能とを比較すると、本件国外関連取引は、業務委託契約（以下

『本件業務委託契約』という。）に基づき、卸売業者等に対して販売

促進等のサービスを行うことを内容とするものであって、法的にも経

済的実質においても役務提供取引と解することができるのに対し、本

件比較対象取引は、本件比較対象法人が対象製品であるグラフィック

ソフトを仕入れてこれを販売するという再販売取引を中核とし、その

販売促進のために顧客サポート等を行うものであって、Ｘと本件比較

対象法人とがその果たす機能において看過し難い差異があることは明

らかである。」とし、次に、本件国外関連取引と比較対象取引の間で

差異が認められる再販売者固有の機能について、Ｙの差異調整は不要

とする主張に対し、高裁は、「再販売業者が行う販売促進等の役務の

内容がＸの提供する役務の内容と類似しているとしても、Ｘと異なる

再販売者固有の機能が、単なる事務処理作業としてほとんど考慮する

必要がないものとはいい難いのであって（本件において、考慮する必

要性がないことを裏付けるに足りる具体的な証拠はない。）、本件役務

提供取引においてＸの果たす機能と本件比較対象法人の果たす機能と

の間には捨象できない差異があるものといわざるを得ない。」と判断

した。そして、リスク負担について、高裁は、「本件国外関連取引に

おいてＸが負担するリスクと、本件比較対象取引において本件比較対

象法人が負担するリスクとを比較するに、Ｘは、本件業務委託契約上、

本件国外関連者から、日本における純売上高の 1 . 5 パーセント並びに

Ｘのサービスを提供する際に生じた直接費、間接費及び一般管理費配

賦額の一切に等しい金額の報酬を受けるものとされ、報酬額が必要経

費の額を割り込むリスクを負担していないのに対し、本件比較対象法

人は、その売上高が損益分岐点を上回れば利益を取得するが、下回れ

ば損失を被るのであって、本件比較対象取引はこのリスクを想定（包

含）した上で行われているのであり、Ｘと本件比較対象法人とはその

負担するリスクの有無においても基本的な差異があり、これは受注販
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売形式を採っていたとしても変わりがない。本件比較対象取引におい

て、この負担リスクが捨象できる程軽微であったことについては、こ

れを認めるに足りる的確な証拠はない。」とし、「したがって、本件算

定方法は、それぞれの取引の類型に応じ、本件国外関連取引の内容に

適合し、かつ、基本３法の考え方から乖離しない合理的な方法とはい

えないものといわざるを得ず、Ｙが本件取引に適用した独立企業間価

格の算定方法は、『再販売価格基準法に準ずる方法と同等の方法』に

当たるということはできない。」と結論づけた。  

 (3 )  本件各処分に質問検査権限の行使に係る違法事由があるか  

この争点については、高裁は判断しなかった。  

３ 検討  

 本件は、移転価格税制に基づく更正処分の適否が訴訟に至った事件

の中で、納税者側が勝訴した最初の事件である。地裁では国側が勝訴

したものの、高裁では国側が逆転敗訴し、国側は上告をせずそのまま

確定した。地裁と高裁とで事実認定はほぼ同じであるにもかかわらず、

その判断は 180 度異なるものであった。  

 以下、高裁判決の問題点を検討する。  

（1）準ずる方法について  

 高裁は「準ずる方法」とは、「棚卸資産の販売または購入以外の取

引について、それぞれの取引の類型に応じ、取引内容に適合し、基本

３法の考え方から乖離しない合理的な方法というものと解するのが相

当である」と判示し、本件算定方法が、再販売価格基準法に準ずる方

法と同等の方法に当たるかどうかの立証責任の所在は、課税庁にある

と明示した上で 3 3、課税庁は、本件国外関連取引においてＸが果たす

機能及び負担するリスクは、本件比較対象取引において本件比較対象

法人が果たす機能及び負担するリスクと同一又は類似であるというこ

とを立証しておらず、結果的に本件算定方法は、「再販売価格基準法

に準ずる方法と同等の方法」に当たるということはできないとした。

 
3 3  基本３法と同等の方法を用いることができないこと」の主張立証責任について

は、地裁と同様の判断がなされた。  
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地裁では、立証責任の所在を意識しておらず、この立証責任のとらえ

の違いによって、地裁と高裁の判断が異なる結果となったと評価され

ている 3 4。  

高裁は、本件国外関連取引は、法的にも経済的実質においても役務

提供取引と解することができると判示しているが、この判断には疑問

が残る。確かに法形式は役務提供取引であるものの、実質的に、Ｘは

再販売の売主とほぼ同様の機能を果たしているから、再販売の方が適

合的である 3 5。法制として、あらゆる形態の取引について独立企業間

価格の算定方法のどれかに当てははまるよう「準ずる方法」が用意さ

れているのであり、「準ずる方法」の適用範囲は、本来広範なもので

ある 3 6。単に、法的形式が異なるとの理由だけで、再販売価格基準法

に準ずる方法によって算定する余地はないとする判断は、措法 6 6 条

の４が「準ずる方法」によることを認める立法の趣旨に反しており 3 7、

「基本３法の考え方から乖離しない合理的な方法」の乖離の程度を狭

く捉え過ぎていると思われる 3 8。  

一方、役務提供取引に対する比較対象取引に再販売取引を選定した

のは少々無理筋であり 3 9、裁判官にとって、租税の独自性や経済的実

体を主張しても受け入れえない 4 0と高裁の立場に肯定的な意見も多い。  

 しかし、高裁は、「準ずる方法」に当たるか否かの問題と、比較対

 
3 4  太田洋=手塚崇史「アドビシステムズ事件東京高裁判決」中里実=太田洋=弘中

聡浩=宮塚久編著『移転価格税制のフロンティア』5 9〜 6 1 頁（有斐閣、2 0 11）、

岩倉正和=田原吏「第５章近時の納税者勝訴判決から見る国際課税訴訟における

主張・立証について」金子宏監修『現代租税法講義第４巻国際課税』11 6〜 11 7
頁（日本評論社、 2 0 1 7）。  
3 5  今村隆「移転価格税制における独立企業間価格の立証 -最近の裁判例を素材に

して」租税研究 7 1 5 号 2 4 5、 2 6 3〜 2 6 5 頁（ 2 0 0 9）。  
3 6  小田嶋清治「移転価格税制における実務対応上の留意点」中里実=太田洋=弘

中聡浩=宮塚久編著『国際租税訴訟の最前線』 2 4 1 頁（有斐閣、 2 0 1 0）。  
3 7  今村隆「移転価格税制における独立企業間価格の要件事実」税大ジャーナル

1 2 号 11、 2 4〜 3 0 頁（ 2 0 0 9）。  
3 8  小田嶋・前掲注 3 6、 2 4 1 頁、今村・前掲注 3 7、 11、  2 0 頁、今村・前掲注

3 5、 2 4 5、 2 6 7 頁。  
3 9  中里実=太田洋=小田嶋清治=弘中聡浩 パネルディスカッション「国際租税法

の現状と展望」中里実=太田洋=弘中聡浩=宮塚久編著『国際租税訴訟の最前線』

3 9 5 頁（太田氏発言）（有斐閣、2 0 1 0）。  
4 0中里=太田=小田嶋=弘中、前掲注 3 9、 3 9 7〜 3 9 8 頁（中里氏発言）。  
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象取引に比較可能性があるかは別の問題であるにも関わらず、本件比

較対象取引の実態について認定することで、「準ずる方法」に当たる

か否かを判断し、比較対象取引との乖離をもって「準ずる方法」とい

えないと断定している 4 1。地裁のように、まず、本件算定方法が「準

ずる方法」に当たるか否かについて、想定される受注販売方式での取

引に基づいて判断した上で、本件比較対象取引の比較可能性を具体的

に判断するのが妥当であろう 4 2。  

（2）比較可能性及び差異調整について  

 高裁は、取引形態が役務提供取引か再販売取引かの法的形式を重視

し、看過し難い差異があると判断した。  

課税庁は、本件国外関連取引と本件比較対象取引は法形式は異なる

ものの、Ⅹの果たす機能面では類似しており、Ⅹと異なる再販売者固

有の機能は事務処理作業に過ぎず、取引価格に与える影響は小さいと

主張した。  

比較可能性については、本件比較対象取引の取扱商品は、本件国外

関連取引と同種又は類似の資産であり、比較対象法人の果たす機能は、

収益獲得の源泉となる事業活動の主たる部分で、その類似性がみられ

る 4 3。比較可能性に関する判断要素の観点では、取引価格や利益率に

影響を与える要素等に着目して類似性の程度を検討することとされて

おり 4 4、課税庁が、機能面の類似性、つまり、販売促進活動等の営業

活動の類似性に重点を置いて比較対象分析をしたのは理にかなってい

る。しかし、高裁は、再販売者固有の機能としての商品の受発注及び

輸送手配、仕入れ金額の支払及び販売代金に受領等の事務処理作業の

差異を考慮する必要性がないとは言い難いと判断した 4 5。  
 

4 1  今村・前掲注 3 7、 11、 11 頁。  
4 2  今村・前掲注 3 5、 2 4 5、 2 6 7 頁、今村・前掲注 3 7、 11、 11 頁。  
4 3  本件日本法人も比較対象法人もエンドユーザ―に対し卸売先の業者と共に販売

促進活動をしていること、マーケティングに関し広告活動を行っていること、エ

ンドユーザ―からの質問やクレームを受け付けて処理をするというサポート活動

を行っていたことなどその機能に類似性が認められる。  
4 4  事務運営指針別冊参考事例集 2〜 1 6 頁。  
4 5  地裁は、「比較対象法人はソフトウエアの販売業務を中心的業務とするのであ
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 そして、高裁は、取引形態が役務提供取引か再販売取引かの法的形

式を重視し、看過し難い差異があるとしたが、これは、リスクの捉え

方の違いによるものであり、高裁はリスクの違いを重く捉えたとも評

価されている 4 6。リスクについては、本件比較対象取引は、受注販売

方式をとっていることから在庫リスクはほとんどなく、売掛先が信用

の高い顧客が多いことから貸倒れのリスクが小さいことが認められ、

役務提供取引である本件国外関連取引とのリスク面での差異は僅少で

あるものの、課税庁は、在庫リスクや貸倒リスクの差異調整は行って

いた 4 7。しかし、高裁は、Ｘは、契約上、日本市場での売上高に対す

る一定の利益と販売促進等の活動にかかった費用をすべて補填される

ことから、損失を計上するリスクを負担していない一方、本件比較対

象法人は、その売上高が損益分岐点を下回れば損失を被ることから、

負担するリスクに基本的な差異があり、この負担するリスクを無視で

きるほど程軽微であることを示す証拠はないとした。この点が高裁判

断の１番の問題である。全く事業リスクをとらないというような契約

は関連者間であるから成立するのであり、独立企業間では想定しがた

い取引である。高裁は、本件業務委託契約について、独立企業間取引

の観点で商業上合理性があるかを検証せず、関連者間取引の契約をそ

のまま独立企業間と擬制して、比較可能性を検討しており、これは独

立企業原則の適用といえないと指摘されている 4 8。  

 つまり、本件国外関連取引は、契約上の法的形式は役務提供取引で

 
り、製品の受発注や配送等はその付随的業務にすぎず、本件比較対象取引の売上

高に占める輸送費は約 0 . 1％前後と認められることから、受発注や配送手配等に

係る費用の割合が輸送費の割合に比して特に大きいとは認めがたい」と認定して

いた。  
4 6  村田守弘＝藤澤鈴雄「移転価格税制適用事案の判例 -アドビ事件（業務委託契

約におけるリスク負担に対する裁判所の判断について）」N B L 9 1 6 号 2 0、 2 3〜

2 7 頁（ 2 0 0 9）。  
4 7  田中利久「移転価格課税における比較可能性の要件について」税大論叢 7 1 号

2 2 7～ 2 8 4 頁（ 2 0 11）、山川博樹「大規模法人の税務の課題－国際課税を中心に

－」租税研究 7 6 6 号 2 2 5、 2 8 3 頁（ 2 0 1 3）。  
4 8  角田伸宏「移転価格税制における多国籍企業への独立企業原則適用の困難性と

その解決  :  租税訴訟での課題と租税条約上の相互協議での解決可能性の考察」一

橋大学博士論文 5 3〜 5 4 頁（ 2 0 11）。  
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あるが、Ｘは再販売の売主とほぼ同様の機能を果たしていることから

すれば、比較対象取引として選定された再販売取引と機能、リスク、

使用する資産の観点から類似しているかどうかの問題であり、単に形

式だけを捉えるのではなく、取引実態を踏まえた総合的な判断が必要

ではなかったか 4 9。  

第３節  わが国の移転価格税制が抱える問題  

１ 租税回避に対する移転価格上の特別措置の不備（実体法

上の観点から）  

（1）アドビ事件における課税手段の選択  

わが国には、アドビ事件のような多国籍企業の国際的事業再編を伴

う AT P に 対 し て 、 多 く の 国 が 導 入 し て い る 一 般 的 否 認 規 定

（G e n e ra l  An t i -Av o i da n ce  Rul e または Ge n e ra l  Ant i -  Ab u se  

Rul e  、G AAR）が存在せず 5 0、税務当局が、本件のような AT P を問

題視し、否認を試みる場合、基本規定や移転価格税制などの限定的否

認規定（あるいは個別否認規定）（S pe c i f i c  Ant i -Av o i dan ce  Rul e s、

S AARs）、または同族会社行為計算否認規定などの特定目的否認規定

（Ta rg e te d  An t i -Av o i da n ce  Rul e s、TAARs）の適用を検討する

ことになる 5 1。本件では、課税庁が適用した手法の他に、次のような

課税手段を適用する余地があったと指摘されている。  

イ  法 22 条２項（基本規定）  

 法 22 条２項（無償による資産の譲渡の益金算入）を適用して、事

 
4 9  今村氏は、本件国外関連取引が、「経済実質」において役務提供取引といえる

かが本件の問題と指摘する。今村・前掲注 3 7、 11、 2 4〜 3 0 頁。望月氏は、高裁

が本件算定方法を認めなかったことについて、高裁が「過度に措置法の課税要件

を厳しく判断した」ものと考えており、また、わが国の裁判所は、「法令  に規定

されている課税要件を厳しく限定的に  解釈している。」と指摘する。望月文夫

「シークレット・コンパラブルに関する考察」税大ジャーナル 2 0 号 7 3、 9 0 頁

（ 2 0 1 3）  
5 0  金子・前掲注 1 3、 1 3 6〜 1 3 7 頁。  
5 1  金子・前掲注 1 3、 1 3 7〜 1 3 8 頁、谷口・前掲注 6 9、 7 9 頁、酒井貴子

「G A A R（一般的否認規定）の基礎的考察～ I M F  N o t e  におけるサンプル

G A A R  と目的テストを素材として～」租税研究  8 0 8 号 8 8、 9 1 頁（ 2 0 1 7）、矢

内一好「一般否認規定の各国比較と日本への導入」租税研究 7 7 9 号 2 8 1、 2 8 1
頁（ 2 0 1 4）。  
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業再編時にⅩから本件国外関連者へのマーケティング無形資産の無償

譲渡があったことを検討 5 2すべきであったのではないかとの意見が多

くみられる 5 3。つまり、本件国外関連者が日本市場において、従前と

変わりなくソフトウエア製品の卸売ビジネスができるのは、Ｘが構築

した販売網などのマーケティング無形資産が本件国外関連者に引き継

がれているからではないかと想定できる。しかし、当事者間で認識し

ていない取引について、どのような無形資産が移転しているかを特定

し、その無形資産が譲渡されたことを認定し、さらに、課税庁がその

無形資産の評価を行うことは容易ではない 5 4。  

ロ 移転価格税制（残余利益分割法）（個別否認規定）  

 再編時にＸから国外関連者に対し上記イのような無形資産の移転が

なされなかったならば、Ｘは、再販売会社であった時期にマーケティ

ング費や広告宣伝費などを投下して構築した独自の無形資産を保有し

続けているかもしれない 5 5。そうであれば、事業再編後、Ⅹはその無

形資産を使用して、本件国外関連者に対し販売活動サービスを行って

いるのであり、単に売上高に対して 1 .5 %のマークアップだけを享受

するような役務提供会社ではないだろう。よって、Ｘが、本件国外関

連者から補填される前に支出したマーケティング費用などから分割フ

 
5 2  補足であるが、事業再編に伴い、マーケティング無形資産が本件国外関連者に

譲渡されたと認定した場合においても、事業再編後、日本法人は、その販売マー

ケティングサービスによって、本件国外関連者の保有することとなったマーケテ

ィング無形資産の価値を高める貢献をしている可能性もあるから、あわせて、事

業再編後の移転価格についての検証も必要である。  
5 3  太田洋=手塚崇史「国際租税訴訟の裁判例分析  移転価格税制」 中里実=太田

洋=弘中聡浩=宮塚久編著『国際租税訴訟の最前線』 1 2 4～ 1 2 6 頁（有斐閣、

2 0 1 0）、増井・前掲注 3、 8 6～ 8 7 頁（ 2 0 1 3 )、居波邦泰「アドビ事案に係る国際

的事業再編の観点からの移転価格課税の検討（上）」税大ジャーナル 1 4 号 11 9
頁、 1 2 6〜 1 2 7 頁（ 2 0 1 0）、吉岡博之「タックスプランニングの結果と税務訴訟

〜A d o b e の事例研究」税務弘報 6 3 巻 1 0 号 11 6、 1 2 0 頁（ 2 0 1 5）、青山慶二

「多国籍企業の事業再編成と独立企業原則」租税研究 6 9 5 号 111、 1 2 3、 1 2 5〜

1 2 6 頁（ 2 0 0 7）。  
5 4  太田氏は、マーケティング無形資産の価値を一義的に算定するのは難しいとし

ても「最低でも× ×円以上」の価値があるという形の算定であれば可能だったので

はないかと述べる。（太田洋=手塚崇史「近時の移転価格裁判例の動向（第一

回）」租税研究 7 2 3 号 1 4 8、  1 7 0 - 1 7 1 頁（ 2 0 1 0）。  
5 5  中里実「移転価格課税における無形資産の扱い」日税研論集 6 4 号 2 5、 3 5 頁

（ 2 0 1 3 )、太田＝手塚・前掲注 5 3、 1 2 5 頁。  
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ァクターを算定し、残余利益分割法を採用するのも選択肢の１つであ

ったと考えられる 5 6。しかし、実務上の問題として、外国法人は、日

本の税務当局に対し、国外関連者の財務情報などを提供しないことも

考えられ 5 7、本件国外関連者の詳細な財務情報の入手や機能リスク分

析の実施、本件国外関連取引の合算利益や分割ファクターの算定が困

難であったのかもしれない。また、課税庁が残余利益分割法を適用し

ようとしても、日本法人と国外関連者のそれぞれの基本的利益を算定

するための比較対象法人の選定や、超過利益を分割するそれぞれの貢

献度の測定など算定方法が複雑な残余利益分割法は、課税庁にとって、

立証しなければならない考慮要素が多く、一層ハードルが高いものと

なる 5 8。  

ハ 代理人 P E 5 9の認定（基本規定）  

 有望な代替手段として本件国外関連者の代理人 P E の認定が考えら

れる 6 0。この当時の法令では、代理人 P E とは、「外国法人のために、

その事業に関し契約を締結する権限を有し、かつ、これを継続的に又

は反復して行使する者」とされていたが（旧法令４条の４第３項 1

号）、コミッショネア取引において、  自己の名義をもって契約を締結

する日本子会社が、代理人 P E に該当するかどうかは明確でなかった

こと 6 1や、従属性の事実認定における立証の困難さ 6 2から、本件では、

 
5 6  太田＝手塚・前掲注 5 3、 1 2 4～ 1 2 6 頁、吉岡・前掲注 5 3、 1 2 0 頁。  
5 7  飯守一文「日本における移転価格調査の現状と問題点」本庄資編著『移転価格

税制執行の理論と実務』 4 1 8 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）。  
5 8  太田氏及び小田嶋氏発言要旨「残余利益分割法のように変数が非常に多い手法

での課税を課税庁が訴訟で維持するのは相当難しい。」中里=太田=小田嶋=弘中、

前掲注 4 9、 3 9 5～ 3 9 7 頁。  
5 9  国外関連者の恒久的施設（P E）が日本に存在していると認定し、国外関連者

の事業所得を課税する。事業再編後の事業体の P E 認定について、青山・前掲注

5 3、 1 2 3〜 1 2 9 頁が詳しい。  
6 0  太田＝手塚・前掲注 5 3、 1 2 4～ 1 2 6 頁、居波・前掲注 5 3、 1 2 6〜 1 2 7 頁  
6 1  森信茂樹「米国 I T 企業の国際的租税回避にどう対処すべきか (その２ )」アマ

ゾン・ドット・コムへの課税」東京財団政策研究所  ( 2 0 1 7 )   
h t t p s : / / w w w. t k f d . o r. j p / r e s e a r c h / d e t a i l . p h p ? i d = 2 8 5 7  東京財団政策研究

所 H P（最終検索日：令和４年 1 月 1 7 日）。  
6 2  居波・前掲注 5 3、 1 2 6 頁、太田＝手塚・前掲注 5 3、 1 2 4～ 1 2 6 頁。  
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PE 課税ではなく、移転価格課税が選択されたものと思われる 6 3。  

ニ  法 132 条１項同族会社の行為計算否認（特別目的

否認規定）  

 法 132 条１項は、同族会社の行為又は計算でこれを容認すると法人

税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるとき

は、租税回避の意思の有無に関係なく、その行為又は計算を否認し、

税務署長がその法人の課税標準、欠損金額又は法人税額を計算するこ

とができると定めているが、「これを容認すると法人税の負担を不当

に減少させる結果となると認められるもの」に該当するか否か、その

不当性を立証する必要がある。  

 Ｘの事業活動の実態は、事業再編前後で変わらないにも関わらず、

Ｘが獲得できる利益が大幅に減少することになるような、一方的に不

利になる本件業務委託契約を締結したＸの行為は、純粋経済人として

不自然、不合理なものであり、経済的合理性を欠くと認定して、法

132 条１項を適用することも選択肢の１つであったかもしれない。  

 しかしながら、アドビ事件後、AT P に対して、法 1 3 2 条１項を適

用した日本 I BM 事件 6 4やユニバーサルミュージック事件 6 5では、課

税庁は、不当性要件の充足を立証できていないことを理由に惨敗して

おり、ATP に対する法 1 32 条１項の適用には限界が指摘されている

 
6 3  B E P S  最終報告書の発表を受けて、恒久的施設（P E）関連規定を含む O E C D  
モデル租税条約が  2 0 1 7 年 11 月に改正され、国内法についても、平成 3 0
（ 2 0 1 8）年度税制改正において、P E 関連規定の見直しが行われた。改正後の代

理人 P E には、外国法人に代わって、反復して「外国法人が所有し、又は使用の

権利を有する財産について、所有権を移転又は使用する権利を与えるための契

約」の締結権限を有する者が含まれる（法令４の３⑦二）ことになり、本件のよ

うに海外親会社との取引にコミッショネアスキームを採用している外資系法人

が、わが国において  P E 認定されるリスクが高まるものと思われる。一方、二か

国間租税条約の改正は、多くの国が B E P S 防止措置実施条約に署名はしているも

のの、肝心のアイルランド、シンガポールなどは、恒久的施設の地位の人為的な

回避に関する規定（第 1 2 条、第 1 3 条）を不適用としており、いまだに B E P S
防止措置の実効性が伴っていない。  
「B E P S  防止措置実施条約に関する資料」財務省

h t t p s : / / w w w. m o f . g o . j p / t a x _ p o l i c y / s u m m a r y / i n t e r n a t i o n a l / t a x _ c o n v e n
t i o n / m l i . h t m # a 0 3  財務省 H P（最終検索日：令和３年 1 0 月 3 0 日）。  
6 4  前掲注 2 8。  
6 5  前掲注 2 8。  
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6 6。また、事案により不当性要件についての裁判所の判断基準に揺ら

ぎがあり、税務当局にとっても納税者にとっても予測可能性がない不

安定な状況である 6 7。  

（2）わが国の移転価格税制の限界  

 租税法の全体を支配する基本原則として、租税法律主義と租税公平

主義が上げられるが、租税法律主義と租税公平主義は、相互に対立す

るため、そのバランスを取りながら租税法は発展してきた。米国やド

イツなどは、後者に重点を置かれており、形式と実体が異なる場合、

実体に合わせて課税関係をとらえる傾向がみられる 6 8。  

 一方、わが国では、租税法律主義を前提とし 6 9、法令の解釈におい

ても、原則として文理解釈をすることとされ、法形式と実体が異なる

ような ATP に対しても、法令解釈のテクニークではなく、包括的あ

るいは個別の否認規定に当てはめ、それらの規定がなければ、個別の

否認規定の立法にて対抗をすべしという考えが広く受け入れられてい

る 7 0。AT P に対して「私法上の法律構成」による否認という手段もあ

るが、わが国では、真実の法律関係または事実関係から離れて、法律

関係または事実関係を構成しなおす（再構成する）して課税すること

は許されない 7 1。  

 わが国には、国際的租税回避の対抗措置として、移転価格税制、タ

ックス・ヘイブン税制、過少資本税制及び過大支払利子税制がある。

これらの制度には、「私法上の法関係と異なる事実を擬制することに

より、規範的に課税の対象となるべきと判断される一定の所得を課税

 
6 6  今村隆「行為計算の否認規定をめぐる紛争 (第 1 0 7 回大会シンポジウム  租税回

避をめぐる法的諸問題 )」税法学 5 7 7 号 2 7 1、 2 7 1 頁（ 2 0 1 7）。  
6 7  I B M 事件（地裁）事業目的基準、（高裁）独立企業基準、ユニバーサルミュー

ジック事件（地裁）事業目的基準、（高裁）濫用基準（本件では、組織再編を伴っ

ているので、法 1 3 2 条の２の不当性要件（ヤフー事件最高裁判決）で示された濫

用基準が大いに参考とされたという特徴がある。）。  
6 8  金子・前掲注 1 3、 7 7〜 9 6 頁、 1 2 3～ 1 5 2 頁。  
6 9  谷口勢津夫『税法基本講義（第７版）』 1 0〜 1 2 頁 (弘文堂、2 0 2 1 )、金子・前

掲注 1 3、 7 7〜 8 8 頁。  
7 0  金子・前掲注 1 3、 1 3 9 頁。  
7 1  金子・前掲注 1 3、 1 4 2 頁、谷口・前掲注 6 9、 4 4 頁、 8 4〜 8 7 頁。  
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対象に取り込む機能」や「私法上の法関係に従って課税要件規定が適

用されることを前提に、課税庁の立証を緩和する機能」が備わってい

る 7 2。  

移転価格税制は、本章第１節１で確認したとおり、関連者取引の対

価を独立当事者間価格に引き直して課税所得を計算するという「みな

し規定」であるから、私法上の法律関係を否認することなく、課税所

得計算上では、法律関係や事実関係を再構成するのと同じ効果をもた

らす。また、移転価格税制は、租税回避目的が存することや仮想隠蔽

等が存したことは課税要件になく、法令に従って算定された独立企業

間価格と実際の取引価格との差異によって、結果として、課税所得が

減少している場合に適用される 7 3。このように移転価格税制は、税務

当局の立証の程度が緩和されており、ATP に対しては最後の砦にな

りうる 7 4。  

 また、移転価格税制は、多国籍企業によるグループ内取引の価格操

作を通じた国外への所得流出を防止するとともに、多国籍企業とそれ

以外の企業との租税負担の公平性・平等性を確保するための制度であ

る 7 5。しかしながら、本件で明らかになったように、わが国の租税法

律主義の厳格さゆえに、移転価格税制がその目的が十分に果たせない。  

 高裁は、課税処分を全部取り消しとしたが、判決にて適正な移転価

格を示めしておらず、アドビグループは、従前からのプライシングポ

リシーを後続年度も適用しているものと推測される。単発の取引とは

異なり、本件のような継続取引については、裁判所が適正な移転価格

を示さない場合、将来年度も、国内から所得が流出し続けることにな

る 7 6。  
 

7 2  中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、 3 3 1 頁。  
7 3  中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、 3 3 1 頁。  
7 4  中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、 3 2 6 頁、小田嶋氏は、外国子会社受

取配当益金不算入制度について、各国、移転価格課税強化の流れの中、企業は、

外国側を向いておこうというインセンティブが働くと指摘する。中里=太田=小田

嶋=弘中、前掲注 4 9、 3 9 8 頁。  
7 5  太田・前掲注 5、３頁、中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、 3 2 8 頁。  
7 6  角田・前掲注 4 8、 2 2 5〜 2 2 8 頁。  
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わが国の移転価格税制は、本件のようなクロスボーダーの事業再編

を伴う ATP に対して脆弱であるから、なんらかの手当てがなされな

ければ、タックスプランニングに長けた外資系法人だけが利益を享受

することとなり、課税の公平性の観点からも問題が残っている 7 7。  

２ 国外情報入手手段の措置の不備（手続法上の観点から）  

本件では、AT P に対して上記１に挙げた代替の対抗手段があった

と指摘されている。わが国では、税務訴訟において、特に課税処分の

取消訴訟においては、原則、税務当局が立証責任を負うが 7 8、国際取

引に係る訴訟において、その争点は、多くの場合事実認定の問題であ

るので 7 9、税務当局にとって、税務調査時点での証拠書類の収集が重

要となる。よって、本件においては、課税要件の充足を立証するため

の裏付け資料の入手可能性もその選択に影響を与えていると思われる。  

（1）国外情報収集  

 税務調査時の証拠収集や訴訟段階での立証責任の観点から本件を考

察すると、課税庁が適用したのは、租税回避の意図の有無や不当性の  

要件の認定が必要とされない移転価格税制であり、選択した算定手法

は、日本法人であるＸの損益を検証する再販売価格基準法であること

から、日本に所在するＸの機能やリスクに見合った比較対象取引を選

定し、その比較可能性については、日本国内で活動をする内国法人の

情報をもって立証することが可能である 8 0。したがって、課税庁にと

って、Ｘから国外関連者への無形資産の譲渡を認定して、その対価を

算定する方法や、国外関連者側の多くの情報を必要とする残余利益分

割法等を適用するよりも、情報入手可能性の観点でその立証のハード

ルは低いと思われる。  
 

7 7  中里=太田=小田嶋=弘中・前掲注 3 9、 3 9 2 頁（太田氏発言）、 3 9 8 頁（中里

氏、小田嶋氏発言）、3 9 9 頁（太田氏発言）。  
7 8  金子・前掲注 1 3、 11 3 5～ 11 3 6 頁、中里=弘中=渕=伊藤=吉村・前掲注 1 5、

3 4 1 頁。  
7 9  岩倉=田原・前掲注 3 4、 11 5 頁。  
8 0  所得移転の蓋然性を判断するにあたり、本来は、各当事者の機能リスクを考慮

した上で利益配分の状況を勘案することも求められる。（事務運営指針 3 - 1
（ 3））。  
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また、本件のように、税務調査対象が外資系法人の場合、国外関連

者が主体的に租税回避スキームを組成しているので、わが国の税務当

局が国外関連者の保有する資料を入手し、事業再編の全体像を把握す

ることは困難である 8 1。よって、課税庁が、法 132 条１項の適用を検

討したとしても、「その法人の行為又は計算」が「不当である」こと

を認定し、訴訟段階で、裁判官にその認定が確かであることの心証を

得るだけの十分な証拠を税務調査段階で収集するのも限界があったで

あろう 8 2。  
 

8 1藤巻一男「クロスボーダー取引の拡大・変容と質問検査権の行使等に関する研

究」税大論叢 4 6 号 1 0 頁〜 11 頁（ 2 0 0 4）、猪野茂「日本における推定課税の現

状と課題」本庄資編著『移転価格税制執行の理論と実務』 4 1 3 頁  大蔵財務協会、

2 0 1 0）、猪野茂「国外情報アクセスの現状と問題点」本庄資編著『移転価格税制

執行の理論と実務』 4 3 9〜 4 4 0 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）。  
8 2  I B M 事件は、わが国の連結納税制度の欠缺を利用し、 I B M グループに帰属す

る日本法人に見せかけの損失を創出した上で、米国チェックザボックス制度を利

用して、日本法人と米国エンティティに多額の損失を二重に計上し、B E P S プロ

ジェクトで問題とされたミスマッチによる二重非課税を実現した完璧な租税回避

スキームであった（岡村忠生「租税法複雑系（第 11 回）B E P S と行為計算否認

（ 1）」税研 3 0 巻６号（1 8 0 号） 7 0、 7 1〜 7 4 頁（ 2 0 1 5））が、課税庁は、日本

法人に計上された損失について、法 1 3 2 条１項を適用し、 I B M グループが行っ

た一連の行為を全体で捉えて、その行為に経済合理性がなく、日本法人の納付す

べき法人税を不当に減少させる行為であると主張した。しかし、第一審、控訴審

ともに、課税庁の事実認定レベルでの立証が十分ではないこと、つまり、主張を

認めるに足りる証拠がないことを理由に棄却されている。この点について、本件

において、日本 I B M 側が調査協力に消極的であったことも指摘されており、税

務調査段階での証拠収集の不十分さが、第一審での敗訴、そして、控訴審での苦

しい主張変更を迫られた一因であるとも考えられる。（西山由美「『 I B M 事件』―
譲渡損失と連結納税を利用したタックス・スキーム～東京地裁平成 2 6 年５月９

日〜」W L J 判例コラム第 4 2 号（ 2 0 1 5）

h t t p s : / / w w w. w e s t l a w j a p a n . c o m / c o l u m n - l a w / 2 0 1 5 / 1 5 0 1 2 6 /  W E S T L AW  
J A PA N  H P (最終検索日令和４年１月 1 7 日 )、西山由美「『 I B M 事件』控訴審判

決 一連の取引の『不当性』判断をめぐって～東京高裁平成 2 7 年３月 2 5 日判決

〜」W L J 判例コラム第 5 3 号（ 2 0 1 5）

h t t p s : / / w w w. w e s t l a w j a p a n . c o m / c o l u m n - l a w / 2 0 1 5 / 1 5 0 8 2 4 /  W E S T L AW  
J A PA N  H P (最終検索日令和４年１月 1 7 日 )、岩品信明「 I B M 事件判決の検討

[東京地裁平成 2 6 . 5 . 9 判決 ]」ビジネス法務 1 4 巻９号 9 0、 9 4 頁（ 2 0 1 4）、吉

岡・前掲注 5 3、 11 9 頁）。  
また、取引の国際化及び複雑化に伴い、一連の各取引が同時に整然と行われる

わけではなく、タイムラグや戦略上の修正やぶれなどもあり、一連の取引全体を

とらえて租税回避行為を認定することはますます困難になっていることも指摘さ

れている（西山、W L J 第 5 3 号）。  
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最近の移転価格課税に係る事件（ブラジルマナウス事件 8 3や、ワー

ルド・  ファミリー事件 8 4など）においても、比較対象取引の比較可

能性や差異調整が十分でないこと理由に国側が敗訴している。訴訟に

て、裁判官から比較対象取引について厳密な比較可能性を求められる

のであれば、税務当局にとって、比較対象取引がないことの立証の方

が容易であり、次善の策として、納税者にとって予見可能性が保障さ

れているとは言い難い利益分割法の適用を検討することになろう 8 5。

しかしながら、利益分割法の適用にあたっては、国外関連者の切出し

損益 8 6をはじめとして国外関連者の多くの情報が必要であるが、納税

者の協力が得らえなければ、その入手は困難である 8 7。  

 税務当局は、入手できた情報（証拠）の範囲で課税要件の充足を立

証できる課税手段を選択することになろうが、訴訟段階においても、

手元にある証拠資料の中で、課税要件を満たしていることを立証せざ

るをえず、本件において、課税庁が上告を断念したのは、新たな証拠

が手元になかったのではないか 8 8との指摘があるように、国際取引の

立件や裁判での立証の困難さは、税務調査における証拠収集の制約に

よることが大きいと考えられる 8 9。  

（2）同業者調査（シークレットコンパラブル）  

 本件で、Ｘは、「一般に手続要件の違反が課税の効力に影響を与え

ないとされているのは、手続の違反があっても課税の違法性を争えな

くなるという不利益を受けないからであり、一方、シークレットコン

 
8 3  東京地判平成 2 6 年 8 月 2 8 日税資 2 6 4 号順号 1 2 5 2 0、東京高判平成  2 7  年 5
月 1 3 日税資 2 6 5 号順号 1 2 6 5 9  。  
8 4  東京地判平成  2 9  年４月 11 日税資 2 6 7 号順号 1 3 0 0 5  。  
8 5  青山慶二「最近の判例から見る国際課税に関する課税リスク 第 3 0 回：移転

価格税制における寄与度利益分割法の適用（平成 2 4 . 4 . 2 7  地裁判決）」T K C 税

務情報 3 0 巻５号 4 4 頁（ 2 0 2 1）、青山慶二『現代税制の現状と課題 国際課税

編』 1 8 8 頁（新日本法規、 2 0 1 7）。  
8 6  切出し損益とは、対象とする国外関連取引のみ係る損益であり、取引毎の内部

情報がなければ算定できない。  
8 7  青山・前掲注 8 5、 4 4 頁  。  
8 8  中里=太田=小田嶋=弘中、前掲注 3 9、 3 9 6～ 3 9 7 頁。  
8 9  内海英博「税務調査のトラブル予防と税務紛争への最新の対処法」租税研究

7 5 6 号 1 4 0、 1 4 1 頁、 1 4 8 頁、 1 5 2 頁。（2 0 1 2）。  
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パラブルによる課税は、納税者による比較可能性についての反論防御

が著しく困難になるから、シークレットコンパラブルの情報を用いた

移転価格課税は違法となると解するべき」と主張していた。しかし、

シークレットコンパラブルの問題が、手続上の問題か、課税要件その

ものであるかについて裁判所の判断がなされなかった 9 0ため、その答

えは定かではない 9 1。  

シークレットコンパラブルは、納税者にとって、訴訟の場で反証す

る機会を逸失するものであり、また、納税者はその同業者の情報を入

手できないため、その数値をもって申告をすることはできないと課税

庁と納税者との情報の非対称性に対して批判がある 9 2。しかしながら、

本件やワールド・ファミリー事件で、課税庁がシークレットコンパラ

ブルを用いたにもかかわらず、納税者が勝訴しているという事実から

は、シークレットコンパラブルの適用が、必ずしも訴訟において弊害

となっているとも認められず 9 3、また、シークレットコンパラブルは、

納税者側の資料提供の協力を担保し、適正かつ公平な執行を確保する

重要な制度であるから、「課税庁にとってのラストリゾートとするこ

とで、移転価格税制が国際的租税回避に対抗するために設けられた制

度としての役割を果たすことができる」 9 4との意見には筆者も同意見

であり、シークレットコンパラブルの利用がどの程度まで認められる

 
9 0  中里氏は納税者の主張が正しかったのではないかと発言。中里=太田=小田嶋=
弘中・前掲注 4 9、 3 9 4～ 3 9 5 頁、村田=藤澤・前掲注 4 6、 2 6〜 2 7 頁、村田守弘

「移転価格税制適用事案の判例（アドビ事件） -裁判所が判断を下さなかったシー

クレットコンパラブルについて -」月刊税務事例 4 2 号 4 0 頁、 4 0〜 4 5 頁

（ 2 0 1 0）、太田洋 =北村導人「我が国の移転価格税制と文書化」中里実=太田洋=
弘中聡浩=宮塚久編著『移転価格税制のフロンティア』2 7 5 頁（有斐閣、

2 0 11）。  
9 1  金子氏は、「これらの場合の質問・検査に係る手続要件は、その重要性にかん

がみ更正処分の要件であると解すべき・・」と従来の見解「この質問・検査にか

かる手続要件は、更正処分の要件ではないから、その違法が直ちに構成処分の違

法理由とはならない」（アドビ事件地裁と同旨）を 2 2 版で改めた。金子・前掲注

1 3、 6 1 3 頁。  
9 2  中里・前掲注 5 5、  6 4〜 6 7 頁、山本英幸「シークレット・コンパラブルによ

る移転価格課税と申告納税制度」租税訴訟第 3 号 1 2 5、 1 2 7〜 1 4 7 頁（ 2 0 1 0）。  
9 3  望月・前掲注 4 9、 7 3、 9 4 頁。  
9 4  望月・前掲注 4 9、 9 4 頁、太田=手塚・前掲注 5 3、 1 3 1 頁。  
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かは、さらなる事例の積み重ねが必要である 9 5と考える。  

３ まとめ  

 実体法面では、わが国の移転価格税制が、国外関連取引の価格設定、

利益水準、利益配分等が当事者各々の実際の機能リスク等に見合った

ものになっているかという観点でその移転価格上の問題の有無を判断

することを求めているにもかかわらず 9 6、裁判所は、厳格に課税要件

を捉え、書面に表現された私法上の法関係を優先する態度を示したこ

とから、多国籍企業が、契約書上、グループ内の機能やリスクの配分

を自由にコントロールすることで租税回避が可能な状況に対して、わ

が国の移転価格税制がその目的を果たせないこと、また、ATP に対

する特別な対抗措置も整備されていないという課題が浮き彫りとなっ

た。  

 手続法面では、本章本節 1（1）の検討したとおり、課税庁にとっ

て複数の課税手段は用意されていたが、その選択には、国外情報の入

手可能性の大きく影響しており、国外情報の入手手段の措置（特に外

資系法人の国外関連者情報）が十分に機能していると言い難い。AT P

に対抗するためには、実体法と手続法との両輪の整備が必要であり、

実体法が機能するためには、手続法の充実が鍵である。特に、多国籍

企業と税務当局間の情報の非対称性の解消、つまり、税務当局が多国

籍企業の保有する国外情報をどのように入手するか大きな課題である。  

 次章では、BEP S プロジェクト後のわが国の移転価格税制が BEP S

に対して十分に対抗できるかを実体法面と手続法面の両面から考察す

る。  

第２章 BEP S プロジェクト後の移転価格税制  

第１節 BEP S に対する対処  

１ BEP S プロジェクトの成果（最終報告書／T P ガイドライ

ン改定）とわが国の対応（税制改正）  

 BEPS プロジェクトは、公正な競争条件の確立という理念の下、

 
9 5  太田=手塚・前掲注 9 4、 1 3 1 頁。  
9 6  事務運営指針３－１。  
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「グローバル企業は価値が創造されるところで税金を支払うべき」と

の観点から、国際課税原則を全面的に再構築するプロジェクトであり

9 7、３本柱として、①実質性（多国籍企業の経済活動の実態に即した

課税を重視する国際課税原則の再構築）、②透明性（各税務当局が協

調して多国籍企業の活動やタックスプランニングに関する実態の把握

する制度の構築）、③予見可能性（より効果的な租税に関する紛争解

決手続きの構築及び BEP S プロジェクトの迅速な実施の確保）を掲

げた。①が本稿でいうところの実体法に係る部分の指針であり、②及

び③は、手続法に係る部分の指針である。  

 15 の行動計画 9 8に沿って議論した成果物として、2 01 5 年 9 月に

「BEP S 最終報告書」 (以下「最終報告書」という。 ) 9 9がとりまとめ

られ、同年 10 月に G 20 財務大臣・中央銀行総裁会議、同年 11 月に

G20 サミットに報告された。最終報告書は、各国のその後の税制改正

の指針であり、わが国もこの指針に沿って順次税制改正を行っている。  

 多国籍企業の事業再編に伴う機能リスク移転については、BEPS プ

ロジェクトに先行して、200 5 年から「多国籍企業グループの国際的

事業再編について、移転価格との関係を検討するプロジェクト」にて

検討され、その成果物を反映して、2 010 年 7 月、T P ガイドライン第

９章に「事業再編に係る移転価格上の側面」が新設された 1 0 0。しか

し、これだけでは問題解決にはならず 1 0 1、さらに「無形資産の移転

 
9 7  緒方健太郎「海外論文紹介 B E P S 最終報告書について」租税研究 7 9 8 号

2 5 6、 2 5 6 頁（ 2 0 1 6）、田近栄治「デジタル企業と無形資産にどう課税するか―
『O E C D / G 2 0 包括的枠組み』の提案の意味」東京財団政策研究所 ( 2 0 2 1 )、  
h t t p s : / / w w w. t k f d . o r. j p / r e s e a r c h / d e t a i l . p h p ? i d = 3 7 8 4  東京財団政策研究

所 H P  （最終検索日：令和４年２月 2 3 日）。  
9 8  “ A c t i o n  P l a n  o n  B a s e  E r o s i o n  a n d  P r o f i t  S h i f t i n g  “ O E C D ( 2 0 1 3 )  、
h t t p s : / / r e a d . o e c d - i l i b r a r y. o r g / t a x a t i o n / a c t i o n - p l a n - o n - b a s e - e r o s i o n -
a n d - p r o f i t - s h i f t i n g _ 9 7 8 9 2 6 4 2 0 2 7 1 9 - e n # p a g e 1  O E C D  H P (最終検索日：

令和 3 年 1 2 月 2 5 日 )。  
9 9  “ B E P S  2 0 1 5  F i n a l  R e p o r t s ”  O E C D（ 2 0 1 5）、

h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / c t p / b e p s - 2 0 1 5 - f i n a l - r e p o r t s . h t m  O E C D  H P (最
終検索日：令和３年 1 2 月 2 5 日 )  。  
1 0 0  増井・前掲注 3、 6 9〜 7 2 頁。  
1 0 1  居波邦泰「国際的事業再編取引への対応について  －移転価格税制の観点から

－」税大論叢 7 5 号 2 5 3〜 2 5 4 頁（ 2 0 1 2）。  
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価格上の側面」についての検討が開始されていた 1 0 2ところ、この議

論は、BEPS プロジェクトへ引き継がれるに至った。  

移転価格税制については、「移転価格税制と価値創造の一致」とい

う基本方針の下、実体法面では、行動計画 8〜10 に示された行動計画

に沿って、無形資産移転による BEP S 防止策及び評価困難な無形資

産 (ha rd - t o -v a l u e - in ta ng ib l e s、以下「HT VI」という。 )の移転に

関する特別ルール（行動計画８）、リスクの移転又は資本の過剰な配

分による BEP S 防止策（行動計画９）、非関連者との間では非常に稀

にしか発生しない取引等から生じる BEP S の防止策（行動計画 10）

について検討された。手続法面では、多国籍企業に対し、国毎の所得、

経済活動、納税額の配分に関する情報を、共通様式に従って各国政府

に報告させる新たな文書化制度（行動計画 13）について議論がなさ

れた。  

BEP S プロジェクト前の指針が、独立企業原則の適用にあって、機

能、資産、及びリスクの契約上の取決めによる配分を重視するように

受け止められ、多国籍企業による小細工（ma ni pu la t i o n）に脆弱で

あったことに対して 1 0 3、このプロジェクトの成果物である行動計画

８〜1 0 の最終報告書 1 0 4の内容は、独立企業原則に関する指針を明確

 
1 0 2  増井・前掲注 3、 6 9〜 7 2 頁。  
2 0 1 0 年 11 月 9 日税制調査会専門家委員会「国際税務に関する論点整理」及び

「国際税務に関する論点のポイント」、  
h t t p s : / / w w w. c a o . g o . j p / z e i - c h o / h i s t o r y / 2 0 0 9 -
2 0 1 2 / g i j i r o k u / z e i c h o / 2 0 1 0 / _ _ i c s F i l e s / a f i e l d f i l e / 2 0 1 0 / 11 / 2 4 / 2 2 z e n 8 k a i
11 . p d f、  
h t t p s : / / w w w. c a o . g o . j p / z e i - c h o / h i s t o r y / 2 0 0 9 -
2 0 1 2 / g i j i r o k u / z e i c h o / 2 0 1 0 / 2 2 z e n 8 k a i . h t m l  
内閣府 H P（最終検索日：令和４年 1 月 9 日）。  
1 0 3  “ A c t i o n  8 - 1 0  Tr a n s f e r  P r i c i n g ”  O E C D  
h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / t a x / b e p s / b e p s - a c t i o n s / a c t i o n s 8 - 1 0 /  
 O E C D  H P（最終検索日：令和３年 1 2 月 2 5 日）  
1 0 4  “ A l i g n i n g  Tr a n s f e r  P r i c i n g  O u t c o m e s  w i t h  Va l u e  C r e a t i o n ,  
A c t i o n s  8 - 1 0  -  2 0 1 5  F i n a l  R e p o r t s ”  O E C D ( 2 0 1 5 )   
h t t p s : / / w w w. o e c d - i l i b r a r y. o r g / t a x a t i o n / a l i g n i n g - t r a n s f e r - p r i c i n g -
o u t c o m e s - w i t h - v a l u e - c r e a t i o n - a c t i o n s - 8 - 1 0 - 2 0 1 5 - f i n a l -
r e p o r t s _ 9 7 8 9 2 6 4 2 4 1 2 4 4 - e n    O E C D  H P (最終検索日：令和３年 1 2 月 2 5
日）。  
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化及び強化するともに 1 0 5、より経済的実質を重視したものとなった。

具体的には、最終報告書は、20 10 年版 TP ガイドラインの第１章セ

クションＤ「独立企業原則の適用のガイダンス」、第６章「無形資産」、

第７章「低付加価値グループ内役務提供」、第８章「費用分担契約」

の改定を勧告した 1 0 6。また、行動計画 1 3 の最終報告書は、透明性の

向上のため、多国籍企業の活動の全体像を把握することを目的とする

３層構造の文書化制度を勧告した 1 0 7。そして、その内容をほぼその

まま反映して 2 017 年に TP ガイドライン 1 0 8が改正された。  

（1）実体法面の対抗策  

イ 移転価格算定方法の追加  

 20 10 年版 TP ガイドラインでは、無形資産の移転価格算定方法の

一つとしてディスカウント・キャッシュ・フロー法（以下「D CF  法」

という。）の適用可能性が示されたものの 1 0 9、わが国では税制改正が

なされず、その取扱いについて不明確な状態が続いていたが、令和元

（20 19）年度税制改正で、措令に算定手法の１つとして DCF 法が追

加された。なお、D CF 法は、無形資産取引に限定するものでなく、

すべての国外関連取引が対象となる。また、税制改正の解説では、事

業再編における独立企業間価格の算定の場面では、D CF 法が最適な

価格算定方法として採用されうる旨説明されている 1 1 0。  
 

1 0 5   吉村政穂「移転価格税制と無形資産－B E P S 最終報告書の公表を受けて」租

税研究 7 9 7 号 4 7 1、 4 7 3 頁（ 2 0 1 6）。  
1 0 6  本稿では、第７章「低付加価値グループ内役務提供」、第８章「費用分担契

約」の改定については扱わない。  
1 0 7  O E C D  H P ”  Tr a n s f e r  P r i c i n g  D o c u m e n t a t i o n  a n d  C o u n t r y - b y -
C o u n t r y  R e p o r t i n g ,  A c t i o n  1 3  -  2 0 1 5  F i n a l  R e p o r t ”  O E C D ( 2 0 1 5 )   
h t t p s : / / w w w. o e c d - i l i b r a r y. o r g / t a x a t i o n / t r a n s f e r - p r i c i n g -
d o c u m e n t a t i o n - a n d - c o u n t r y - b y - c o u n t r y - r e p o r t i n g - a c t i o n - 1 3 - 2 0 1 5 -
f i n a l - r e p o r t _ 9 7 8 9 2 6 4 2 4 1 4 8 0 - e n  O E C D  H P  (最終検索日：令和３年 1 2 月

2 5 日 )  
1 0 8  2 0 1 7 年版 T P ガイドライン h t t p s : / / r e a d . o e c d -
i l i b r a r y. o r g / t a x a t i o n / o e c d - t r a n s f e r - p r i c i n g - g u i d e l i n e s - f o r -
m u l t i n a t i o n a l - e n t e r p r i s e s - a n d - t a x - a d m i n i s t r a t i o n s - 2 0 1 7 _ t p g - 2 0 1 7 -
e n   O E C D  H P (最終検索日：令和３年 1 2 月 2 5 日 )。  
1 0 9  2 0 1 0 年版 T P ガイドライン (パラ 6 . 2 9 )。  
1 1 0  令和元年度の税制改正の解説 国際課税関係の改正 5 9 1〜 5 9 4 頁  
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 11 3 4 4 1 7 7 / w w w. m o f . g o . j p / t a x
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ロ 無形資産の定義  

201 0 年版 T P ガイドラインでは、無形資産の包括的な定義はなく、

例示に留まっていたが、改定後の T P ガイドラインの第６章では、無

形資産を、「有形資産や金融資産ではなく、商業活動で使用するにあ

たり所有または支配をすることができ、比較可能な状況での非関連者

間取引においては、その使用又は移転によって対価の支払いが生じる

もの」（パラ６ .６）と非常に広く定義 1 1 1した上で、機能分析によっ

て、対象となる無形資産を具体的に特定し、その取引において、その

無 形 資 産 の 開 発 ・ 改 良 ・ 維 持 ・ 保 護 ・ 使 用 （ D e ve l o pm e nt ,  

En ha n cem e n t ,  Main t e na n ce ,  P ro t e c t i on ,  Ex p lo i t a t i o n、以下

「D EMPE」という。）に関連して果たす重要な機能、引受けるリス

ク、その無形資産がどのように事業活動等に相互作用して価値を創造

しているかを特定されるべき（パラ 6 .12）とした。  

これは、移転価格税制においては、超過利益を生み出す「無形資産」

は課税根拠となるので、この広範で曖昧な「無形資産」の概念をはっ

きりさせる必要があり、課税根拠となる無形資産の外縁を可視化する

ための D EMPE プロセスを明確化したもの 1 1 2とも捉えられている。  

そして、無形資産の法的所有者だけではなく、無形資産の価値に貢

献する機能を果たし、資産を使用し、リスクを負担した他の当事者に

は、独立企業原則に基づいてその貢献に対する対価が支払わなければ

ならない（パラ 6 . 32）と、価値創造の貢献に応じて利益が配分され

ることが示された 1 1 3。  

わが国においても、移転価格上の無形資産は、措通で例示がなされ

ていたが、令和元 ( 2019 )年度税制改正にて、TP ガイドラインの定義

に沿って法令化された。下記ハの特定無形資産国外関連取引に係る価

 
_ p o l i c y / t a x _ r e f o r m / o u t l i n e / f y 2 0 1 9 / e x p l a n a t i o n / i n d e x . h t m l  国立国家

図書館 H P（最終検索日：令和 3 年 11 月 2 8 日）。  
1 1 1  南繁樹「わが国の移転価格税制の概要と B E P S 対応」金子宏監修『現代租税

法講座第４巻国際課税』 2 8 2〜 2 8 3 頁（日本評論社、 2 0 1 7）。  
1 1 2  南繁樹「移転価格税制－無形資産に関する最新事情：D C F 法、所得相応性基

準、最新判例、海外での進展」租税研究 8 4 1 号 1 4 1、 1 4 8〜 1 4 9 頁（ 2 0 1 9）。  
1 1 3  南・前掲注 111、 2 8 3 - 2 8 5 頁。  
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格調整措置を創設するにあたり、その対象範囲を明確にするために、

法令で移転価格税制上の無形資産を定義する必要性が生じたと説明さ

れている 1 1 4。  

一方で、無形資産を特定する D EMP E については国内法の改正は

ないが、事務運営指針 3 -12 において、無形資産の「形成、維持、又

は発展」に対する貢献の程度も勘案するとされていることから、従来

からの無形資産の概念から大きく変わるものではなく 1 1 5、T P ガイド

ラインとも整合的であると考える。  

ハ HT VI アプローチの導入  

無形資産を用いた BEP S の典型例として、無形資産を開発の早い

段階で無税又は低税率国の国外関連者に低廉譲渡し、その後、その評

価が大きく増大する例があげられる 1 1 6。その場合、納税者が譲渡時

点ではその後の成功を予見できなかったと主張すること対し、税務当

局が、その移転価格の適切性を検証しようとする場合、納税者から提

供される見識や情報に依存せざるを得ず、税務当局と納税者との情報

の非対称性から生ずる立証の困難さが指摘されていた（パラ 6 .1 86）

1 1 7。  

そこで、改訂後の TP ガイドラインでは、HT VI を「信頼できる比

較対象取引が存在せず、取引開始時点において、譲渡された資産から

生じる将来のキャッシュフローもしくは収益についての予測、又は無

形資産の評価で使用した前提が非常に不確かで、譲渡した時点で当該

無形資産の最 終的な成 功の水準に係る予測が難しいもの」（パラ

6 .1 89）と定義し、HT VI の譲渡について、税務当局が事後的な結果

を取引時の価格設定の取決めの適正性を証明する推定証拠とし、事後

 
1 1 4  改正解説・前掲注 11 0、 5 9 9 頁、新設通達（無形資産の例示） 6 6 条の４  ( 8 )
－ 2  h t t p s : / / w w w. n t a . g o . j p / l a w / j o h o -
z e i k a i s h a k u / h o j i n / 2 0 0 7 0 8 / p d f / 0 8 - 3 . p d f  国税庁 H P（最終検索日：令和 3
年 11 月 2 8 日）。  
1 1 5  南・前掲注 11 2、 1 4 9 頁。  
1 1 6  藤枝純「評価困難な無形資産に関する O E C D ガイダンスの解説」国際税務

3 8 巻９号 7 6、 7 6～ 7 7 頁（ 2 0 1 8）。  
1 1 7  竹内茂樹「無形資産取引に係る移転価格調査〜H T V I（特定無形資産）を中

心に〜」国際税務 4 1 巻 11 号 9 2、 9 2〜 9 3 頁（ 2 0 2 1）  
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の結果及び取引時に納税者が知り得た又は知るべきであった関連情報

等を勘案して、当初の移転価格を評価することを認める「HT VI アプ

ローチ」の導入を勧告した（パラ 6 . 187 ～ 6 .1 88 ） 1 1 8 。つまり、

HT VI アプローチは、納税者と税務当局との情報の非対称性を利用し

た租税回避行為を抑止する制度であり、具体的には、納税者が設定し

た無形資産取引の対価の額が取引開始後から５年以内に独立企業間価

格と 20 %以上乖離した場合、対価の再精算を求めるものである（パ

ラ 6 .1 93） 1 1 9。  

いわゆる米国の「所得相応性基準」と類似した制度であるが、米国

の所得相応性基準が、無形資産の譲渡時の対価（事前の予測）と事後

の結果が 20％以上乖離した場合に、機械的に定期的調整がなされる

制度であるのに対し 1 2 0、後知恵課税を禁止する TP ガイドラインは、

対象を HT VI に限定し、独立企業間であれば無形資産の評価における

不確実性に対応するため、短期間の契約締結、価格調整条項の導入、

条件付き価格設定、価格の再交渉などの方法をとるとみられる場合に

税務当局にその対価の事後調整を認めるものであるから、後知恵では

ないという立場をとっている（パラ 6 .1 85） 1 2 1。つまり、本制度の

適用にあたっては、対価設定の時点で、納税者が超過利益発生の可能

性を認識し得たかという点が重要とされる 1 2 2。  

わが国では、令和元 (2 019 )年度改正にて、HT VI アプローチと整

 
1 1 8  藤枝・前掲注 11 6、 7 6、 7 6～ 7 7 頁  
1 1 9  大沢拓「移転価格税制における  D C F 法及び対価算定が著しく困難な無形資

産取引に係る対価算定方法の導入について」国際税務 3 9 巻９号 4 2、 4 2〜 4 4 頁

（ 2 0 1 9）。  
1 2 0  渡辺智之「所得相応性基準」日本機械輸出組合国際税務研究会研究論文、 2～

４頁（2 0 1 7）、井藤正俊「最新「O E C D 移転価格ガイドライン」（ 2 0 1 7 年版）

の注目すべき点（ 4）～所得相応性基準の創設」（2 0 1 8）h t t p s : / / s h i n -
s e i . j p / i t e n k a k a k u _ n e w s / n e w s _ 2 0 1 8 1 2 0 4 1 0 5 5 /  信成税理士法人 H P（最

終検索日：令和３年 1 0 月 3 0 日）、竹内・前掲注 11 7、 9 2、 9 2〜 9 3 頁

（ 2 0 2 1）、南・前掲注 11 2、 1 5 7 頁。  
1 2 1  竹内・前掲注 11 7、 9 2、 9 2〜 9 3 頁（ 2 0 2 1）、南・前掲注 11 2、 1 5 7 頁。米

国の所得相応性基準が、国際的に確立された独立企業間価格の基準と整合性があ

るか論争がある。また、T P ガイドラインは、H T V I アプローチを所得相応性基

準とは称していない。渡辺・前掲注 1 2 0、４頁、11～ 1 5 頁、 2 9～ 3 0 頁  
1 2 2  大沢・前掲注 1 2 2、 4 2〜 4 4 頁。  
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合的な特定無形資産国外関連取引に係る価格調整措置制度が創設され

た 1 2 3。特定無形資産とは HT VI のことであり、①固有の特性を有し、

かつ、高い付加価値を創出するために使用されるものであること、②

無形資産に係る予測利益の額を基礎としてその独立企業間価格を算定

するものであること、③無形資産に係る予測利益の額その他の独立企

業間価格を算定するための前提となる事項の内容が著しく不確実な要

素を有していると認められるものであること、の３要件を満たす無形

資産と定義された。  

本制度は、税務当局に対して、対象となる国外関連取引の取引時に

おける価格算定の前提となった事項についてその内容と相違する事実

（事後の結果）及びその相違することとなった事由の発生の可能性を

勘案して独立企業間価格を算定する権限を与えるとともに、納税者が

文書化をして税務当局が検証できる情報を提供できれば適用されない

制度設計がとられ、税務当局と納税者との情報の非対称性の解消を図

っている 1 2 4。  

 また、本価格調整措置を適用したならば独立企業間価格とみなされ

る金額と当初の取引価格との乖離が一定の範囲内（上下 20 %内）に

収まっている場合、価格調整措置は適用されない（措法 66 条の４  第

８項ただし書、措令 3 9 条の 1 2 第 1 6 項）とするセイフハーバーを設

けている。  

ニ 独立企業原則の適用のための指針の改定  

201 7 年のＴＰガイドラインにおける最も重要な改定は第１章セク

ションＤ（独立企業原則の適用のための指針）の改定である 1 2 5。  

独立企業原則の適用の核心である移転価格分析について、まず、①

 
1 2 3  改正解説・前掲注 11 0、 5 9 4〜 5 9 9 頁。  
1 2 4  取引時点の設定対価（事前の予測）の正当性に係る立証責任を納税者に転換

する制度である。竹内・前掲注 11 7、 9 2、 9 2 頁、 9 7 頁、一方、税務当局に納税

者の予測可能性に係る立証責任を課している。大澤・前掲注 11 9、 4 2、 4 2～ 4 4
頁。  
1 2 5  田井良夫「ソフトローとしての移転価格ガイドラインの改定」本庄資編著  
『国際課税ルールの新しい理論と実務  :  ポスト B E P S の重要課題』 4 6 8〜 4 7 0 頁

（中央経済社、 2 0 1 7）。  
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関連者取引の正確な描写（de l i n ea t i o n）を行った上で、②正確に描

写された国外関連取引の経済的特徴と比較対象取引の経済的特徴を比

較するという２つのステップが示された（パラ 1 .3 3）。  

正確に描写にあたって、特定すべき条件および経済的特徴は、①取

引の契約条件、②取引の当事者が使用する資産、引き受けるリスクを

踏まえた当事者が果たす機能、③譲渡される資産及び提供される役務

の特徴、④市場の経済状況、⑤事業戦略の５つであるが（パラ 1 .3 6）、

これらは、改定前の TP ガイドラインで示されていた比較可能性の要

素と同一のものである（パラ 1 .3 6）。②の機能分析では、まず、取引

の契約条件を契約書で確認することから始め、５つの経済的特徴につ

いて、当事者の実際の行動と整合的かどうかを検討し（パラ 1 .4 2〜

1 .43）、取引における経済的特徴が、書面による契約条件と一致しな

い場合には、実際の当事者の行動を反映させた取引によって正確に描

写される（パラ 1 . 4 5〜1 .4 6）。そして、対価は、それぞれの当事者が

果たす機能を反映するものであるから、グループ全体としてどのよう

に価値が創造されているか、関連者の貢献について理解することが重

要である（パラ 1 . 51）。特に、取引の契約条件について、移転価格分

析を行うためには、契約書の情報だけでは不十分であり、当事者の実

際の行動が証拠となる（パラ 1 .4 3）と説明している。  

次に、リスクについて、実際のリスクの負担が関連者取引の価格な

どの条件に影響を与えることから、当事者がどのようにリスクを引き

受けているかを分析することが重要（パラ 1 . 56〜1 .5 8）とし、詳細

なリスク分析の６段階のプロセス 1 2 6が示され、実際のあるべきリス

ク配分を考慮して、取引対価を算定する（パラ 1 .6 0）としている。  

なお、リスクの引受けは、その当事者がリスク管理能力及びリスク

 
1 2 6  リスク分析のプロセスは、①経済的に重要なリスクを具体的に特定、②契約

上のリスク引受けの検討、③機能分析を行い、当事者が、特定された経済的に重

要なリスクの引受けと管理のためにどのような活動を行っているかを分析、④契

約上のリスクの引受が、関連者の行動などの事実関係と矛盾していないかなど判

断、⑤あるべきリスク配分を決定、⑥描写された実際の正確な取引に基づき、⑤

で決定したリスク配分の結果を考慮して、取引の対価を決定する（パラ 1 . 6 0）。  
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引受けのための財務能力を有しているかという観点で判断される（パ

ラ 1 .60）が、リスク管理能力とは、①リスクを負担するか、手放す

か等を意思決定する能力、②リスクを負担する機会に対応する能力③

リスクを軽減する能力を有し、実際にそれらの意思決定を行っている

こと（パラ 1 . 6 1）をいう 1 2 7。つまり、重要な経済的リスクの引受け

の判断にあたっては、リスクを管理する人的機能に焦点が当てられる

1 2 8。  

このように、当事者の契約書の条件だけでなく、当事者の行動がよ

り重視され、形式と実質が異なる場合には、実質に整合的に比較可能

性分析を実施することが明示された。よって、改定後の TP ガイドラ

インは、移転価格税制の適用にあたって、取引の実質に踏み込むこと

を要請しており 1 2 9、これは経済的実質基準に近いものと考えられる

1 3 0。  

なお、わが国では、これらの指針の改定に対する法令等の改正はな

されていない。  

ホ 取引の否認・再構築  

 改正前の TP ガイドラインでは、例外的に、税務当局が取引の否

認・再構成をすることが適切かつ合法的な場合として、①取引の経済

実質がその取引の形式と異なる場合、②商業的合理性のある形で行動

する独立企業が行っただろう取決めと異なる場合の２つを挙げていた。

 
1 2 7  2 0 1 7 年版  T P ガイドラインは、リスク分析を重要視しているが、企業グルー

プ内取引のリスク配分は無視した方がよいという意見もある。浅妻章如

「B E P S： v a l u e  c r e a t i o n  と a r m ’s  l e n g t h との異同、次に v a l u e  c r e a t i o n
基準の難点」税大ジャーナル 2 7 号 3 5、 4 7 頁（ 2 0 1 7）。村田＝藤澤、前掲注

4 6、 2 3〜 2 7 頁。  
1 2 8  山田真毅「移転価格算定におけるリスクの理解」山川博樹編著『国際課税・

係争のリスク管理と解決策』2 9 7 頁（中央経済社、 2 0 1 7）、飯守一文「海外論文

紹介  デジタル課税の制度と執行を巡る議論」租税研究 8 5 2 号 3 2 3、 3 2 4 頁

（ 2 0 2 0）、須藤一郎「ポスト B E P S の機能分析」国際税務 3 7 巻１号 4 5、 4 6 頁

（ 2 0 1 7）。  
1 2 9吉村政穂「租税手続法の一環としての一般的否認規定？－国税通則法制定に関

する答申をめぐる議論を振り返る」日税研論集 7 2 号 3 5、 5 2 頁（ 2 0 1 7）、吉

村・前掲注 11、 2 1 4 頁、久保田・前掲注 1 0、 1 4 3〜 1 4 5 頁。  
1 3 0  小森敦「海外論文紹介リスク・コントロール、D E M P E 機能と R & D サービ

ス・プロバイダーへの対価」租税研究 8 6 7 号 9 6、 1 3 3 頁（ 2 0 2 2）。  
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（20 10 年版 TP ガイドライン  パラ 1 . 64〜1 . 65）。  

 改定後の TP ガイドラインは、②の商業上の合理性を欠く場合（パ

ラ 1 . 12 2〜1 .12 5）の例外を除き、実際の取引を否認あるいは再構築

するべきでないとする。①の経済実質を欠く場合については、通常の

移転価格分析にて、取引の描写（de l in ea t i o n）を行う過程で、関連

者間取引の当事者間のリスク配分の実態確認がなされ（描写分析）、

形式と実質が一致していない場合は、正確に描写されたリスク配分に

基づいて、独立企業間価格の算定が検討されることになる。（上記ニ

のとおり。）  

つまり、①の経済実質を欠く場合については、移転価格分析の正確

な描写のステップに取り込まれたと考えられる 1 3 1。  

ところで、ＴＰガイドラインのＤ1 節の描写分析（パラ 1 .60）は、

経済実質を重視しているがあくまで価格決定プロセスである一方、Ｄ

2 節の再構成（パラ 1 . 112）は、関係者の取引の「契約条件」や「契

約の法形式」の引き直しであるが、両者の関係が明確でないと指摘さ

れる 1 3 2。この点について、Ｄ2 節の再構成は、関連者間取引に経済的

 
1 3 1  O E C D 第６作業部会の代表を務めた M i c h a e l  M c D o n a l d 氏が、「リスク再

配分を通じて取引を再評価することは、再構成よりも通常適用され、有意義な効

果をもたらすことができる」と述べたことが紹介されている。今村隆「海外論文

紹介移転価格税制における再構成（R e c h a r a c t e r i z a t i o n）を巡る紛争の拡大」

租税研究 8 6 1 号 2 2 9、 2 3 1 頁（ 2 0 2 1）、今村隆「移転価格税制をめぐる最近の

各国の裁判例（第２回）対象取引の再構成の可否」租税研究 8 6 3 号 1 7 1、 1 7 2
頁（ 2 0 2 1）、井藤正俊「最新「O E C D 移転価格ガイドライン」（ 2 0 1 7 年版）の

注目すべき点（ 1）」」（ 2 0 1 8）h t t p s : / / s h i n -
s e i . j p / i t e n k a k a k u _ n e w s / n e w s _ 2 0 1 8 0 9 0 4 1 0 4 4 /  信成税理士法人 H P（最

終検索日：令和 3 年 1 2 月 2 9 日）。  
2 0 1 4年O E C Dディスカッションドラフトでは、経済実質を欠く場合を、さら

に一歩進めて、「非関連者間取引における基礎的な経済的属性基準に置き換えて、

さらに経済的実質を強化しようとしたが、非常に多くの批判を受けて撤回したと

いう経緯がある。」緒方・前掲注 1、 1 9 6、  2 1 2〜 2 1 3頁、「基礎的な経済的属性

を米国当局が強く非難、米国当局が理解する独立企業原則の理念を侵食するもの

で危険なものと映った」吉村・前掲注 11、 2 1 0頁、今村隆「講演録 移転価格税

制とO E C D  新ガイドライン―無形資産の移転、過大な資本配分とリスク移転―」

税大ジャーナル 3 0号１、５〜６頁（ 2 0 1 8）。  
1 3 2  「描写分析は、価格決定プロセスであり、再構成は、関係者の取引の「契約

条件」や「契約の法形式」を引き直すことであるが、リスク分析にあたって、経

済実質を重視すると、その区別は難しい。」今村・前掲注 1 3 1、  2 2 9、 2 3 1 頁、

2 4 5〜 2 4 6 頁（ 2 0 2 1）。  



 

37 
 

実質は存在するが、商業上の合理性がない取引を否認するものであり

1 3 3、法 1 32 条 1 項の「不当性」の判断基準として採用される「経済

合理性」に近い概念と捉える見解もある 1 3 4。  

なお、わが国では、これらの TP ガイドラインの改正に対応する法

令等の改正は行われていない。  

（2）手続法面の対抗策 1 3 5  

イ 文書化制度  

 多国籍企業による BEP S に対抗するためには、時代遅れとなった

国際課税原則の再構築とともに、多国籍企業の活動の透明性を高める

が不可欠である。税務当局は国単位で情報収集・調査を行い、課税す

ることが基本であるため、グローバルで活動する多国籍企業グループ

と税務当局との間には大きな情報の非対称性が生じており、BEPS プ

ロジェクトでは、その情報の非対称性を解消するため、各国が協調し

て情報を共有することが合意された。  

 移転価格税制については、19 95 年に TP ガイドラインの第５章に

文書化制度が規定され、多くの国が独自の移転価格文書化制度を導入

していたが、国によって制度が異なっていることや、グローバル化の

進展による国境を跨ぐグループ内取引の劇的な増加、それに伴う税務

当局による調査などの厳格化などにより、多国籍企業グループにとっ

ては税務コンプライアンスコストが大きな負担となっている一方、税

 
1 3 3  「商業合理性基準」は、「経済的実質基準」とは重なり合わない相補的な基準

として規定。緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 0 7 頁。  
1 3 4  小森・前掲注 1 3 0、 1 3 5 頁。  
1 3 5  税理士法人トーマツ「B E P S  を踏まえた我が国の事業環境整備と企業の親子

間情報共有の在り方等に関する調査」 1 3〜 1 8 頁（ 2 0 1 8）。  
h t t p s : / / d l . n d l . g o . j p / v i e w / d o w n l o a d / d i g i d e p o _ 11 2 8 0 8 2 6 _ p o _ 0 0 0 1 9 4 . p d
f ? c o n t e n t N o = 1 & a l t e r n a t i v e N o =  国立国会図書館 H P（最終検索日：令和３

年５月 2 8 日）  
「G u i d a n c e  o n  Tr a n s f e r  P r i c i n g  D o c u m e n t a t i o n  a n d  C o u n t r y - b y -
C o u n t r y  R e p o r t i n g ( 1 6  S e p  2 0 1 4 )」O E C D ( 2 0 1 4 )  
h t t p s : / / w w w. o e c d - i l i b r a r y. o r g / t a x a t i o n / g u i d a n c e - o n - t r a n s f e r - p r i c i n g -
d o c u m e n t a t i o n - a n d - c o u n t r y - b y - c o u n t r y - r e p o r t i n g _ 9 7 8 9 2 6 4 2 1 9 2 3 6 - e n  
O E C D  H P  (最終検索日：令和３年５月 3 日 )  （O E C D / G 2 0  B E P S  プロジェク

ト  移転価格文書化及び国別報告書に関する指針  行動  1 3： 2 0 1 4  年成果物 税理

士法人トーマツ参考用和訳 参照）。  
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務当局にとっては、移転価格文書の情報は不十分であり、課税の執行

やリスク評価の必要性からはその目的を達していなかった（パラ 5 .3）

1 3 6。これは、従来の移転価格文書が、特定の関連者間取引における

移転価格が独立企業原則を遵守するものかを確認するための情報であ

り、多国籍企業グループの国際的な事業活動の全体像が必ずしも把握

できなかったからである 1 3 7。  

 そこで、行動計画 13 は、文書化の３つの目的（パラ 5 .5）（①納税

者に自らが移転価格税制のルールの準拠性を税務申告時もしくはその

前に慎重に評価する機会を確保すること 1 3 8、②税務当局に対して、

移転価格リスク評価の実施に必要な情報を提供すること 1 3 9、③税務

当局に対して、移転価格調査を適切に実施するために有益な情報を提

供すること 1 4 0）を達成するために、各国の移転価格文書化をより簡

単で統一的なものとし、かつ、透明性が高く多くの地域で採用される

文書化のルールを策定する指針を示した。具体的には、マスターファ

 
1 3 6  「移転価格ガイドブック～自発的な税務コンプライアンスの維持・向上に向

けて」国税庁７頁（ 2 0 1 9）  
h t t p s : / / w w w. n t a . g o . j p / t a x e s / s h i r a b e r u / k o k u s a i / i t e n k a k a k u z e i s e i / p d f /
i k k a t s u . p d f  国税庁 H P（最終検索日：令和４年１月５日）。  
1 3 7  山川博樹＝田中奈名子「B E P S プロジェクト最終報告書の概要と実務への影

響第２回「行動 1 3 移転価格文書化の概要の日本企業の実務への影響」週刊税務

通信 3 4 11 号 1 3、 1 3 頁 ( 2 0 1 6 )。  
1 3 8  「同時文書化の要請は、納税者のポジションの完全性を裏付けし、納税者が

自らのポジションを事後的に正当化しないようするのに資する」（パラ 5 . 7）。  
1 3 9  移転価格調査の事案選定や、重要な論点の絞り込みに利用、税務調査へのリ

ソースの投入の要否を正確に評価するのに重要な情報（パラ 5 . 1 0）。  
1 4 0  調査において様々な情報ソースから十分な情報を入手できることが、関連者

間取引の調査の促進と、税務当局による移転価格税制執行の上で重要（パラ

5 . 1 3）詳細な移転価格調査が必要であると判断された場合、税務当局は、合理的

な期間内に納税者が保有する関係文書や関係情報を、全て入手する権限を有しな

ければならないことは明らかである。しかし、調査に必要となる可能性のある全

ての情報を前提に、移転価格文書化を規定することは、行き過ぎで負担が重く、

非効率であることを認識しなければならない。各国は移転価格調査目的で特定の

情報の保存を求めるが、それに当たっては、税務当局による必要性と、納税者に

よるコンプライアンス上の負担とのバランスを考慮すべきである（パラ 5 . 1 4）。

移転価格調査に必要な資料など情報が、調査対象の関連者ではなく、多国籍企業

グループの他のメンバーに保有されているケースはよくある。多くの場合、必要

な情報は、税務当局による調査実施国の国外に存在する。そのため、税務当局

は、直接又は情報交換などの情報共有により、国境を越えて拡がる情報を入手で

きることが重要である（パラ 5 . 1 5）。  
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イル（以下「MF」という。）、ローカルファイル（以下「L F」とい

う。）、国別報告書（以下「CBCR」という。）から成る３層構造の移

転価格文書化（パラ 5 .16）とその実施にかかる包括的なパッケージ

である（パラ 5 .1 6） 1 4 1。  

 ３層構造の共通化された移転価格文書化を各国で展開することによ

り、多国籍企業のコンプライアンスコストを抑えながら、税務当局が、

多国籍企業が行う関連会社間取引の移転価格に関する情報及び多国籍

企業グループの国際的な事業活動の全体像を把握し、多国籍企業が意

図的に税負担の少ない地域に利益を移転していることを捕捉すること

が可能となり、この多国籍企業の活動の透明性の向上が、BEPS に対

抗するという目的に貢献すると期待されている。  

 なお、2 01 0 年版 TP ガイドライン第９章に事業再編に係る指針が

新設されたが、当時、O ECD は、税務当局が事業再編における関連

当事者間のリスク配分等を的確に把握できなければ、適正な独立企業

間価格の算定は困難であることから、事業再編に係る文書化は不可欠

なものであり、納税者に  一定の負担をかけることに合理性が認めら

れるとの考えを示していた 1 4 2。今回、３層構造の文書化制度の導入

にあたり、T P ガイドラインは、MF にて重要な事業再編取引を詳述

すること、そして、L F にて現地の各当事者が事業再編に関係してい

るか、又は影響を受けているかを示し、かつ、現地の各当事者に影響

を及ぼした取引の各種側面を説明することを求めている (パラ 9 .32〜

9 .3 3 )。  

 わが国では、平成 2 8（20 16）年度税制改正にて、最終報告書の勧

 
1 4 1  O E C D  B E P S プロジェクトにおける文書化に係るガイダンスは、① 2 0 1 4
年９月②2 0 1 5 年２月③2 0 1 5 年６月の３つの報告書を取りまとめて、 2 0 1 5 年

1 0 月行動計画 1 3 最終報告書で包括的パッケージが示され、 2 0 1 7 年７月に T P
ガイドラインの第５章が全面改訂されたものである。  
h t t p s : / / w w w. n t a . g o . j p / t a x e s / s h i r a b e r u / k o k u s a i / o e c d / t p / p d f / 2 0 1 7 t r a n s
l a t e d . p d f  国税庁 H P  (最終検索日：令和３年５月 2 7 日 )  
1 4 2  居波・前掲注 5 3、 11 9、 1 2 8～ 1 2 9 頁、居波邦泰「アドビ事案に係る国際的

事業再編の観点からの移転価格課税の検討（下）」税大ジャーナル 1 5 号 11 7、

1 2 6 頁（ 2 0 1 0）。  
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告に沿って、本格的に移転価格文書化制度 1 4 3が導入された。連結総

収入金額 1 , 00 0 億円以上の多国籍企業グループの構成会社等である内

国法人及び恒久的施設を有する外国法人は、最終親会社等届出事項

（わが国独自）、国別報告事項（CBCR に相当）及び事業概況報告事

項（MF に相当）を国税電子申告・納税システム（e -Tax）で国税当

局に提供する制度が創設され、CBCR は、原則として、租税条約等の

情報交換の仕組みを通じて、多国籍企業グループの事業活動が行われ

る国又は地域の税務当局と共有される。また、一の国外関連者との取

引について一定の金額基準により、当該国外関連取引に係る独立企業

間価格を算定するために必要と認められる書類（LF に相当）を確定

申告書の提出期限までに作成・取得し、保存しなければならないとう

する、いわゆる「同時文書化義務」が定められた。  

 このように、わが国にも、３層構造の文書化制度が導入されるとも

に、L F の同時文書化が義務づけられ、グローバルスタンダードな移

転価格文書化制度が整備されたといえる 1 4 4。  

 しかし、事業再編について、わが国では、L F で事業再編により機

能・リスクに変更があった場合にはその内容を記載すること（措規  

22 条の 10 第 1 項）、及び、法人税申告書別表 17（4）国外関連者に

対する明細書で、事業再編等の独立企業間価格の算定に影響のある特

別な事情が生じた場合、具体的な内容を別紙に記載することが求めら

れているものの、他の国と比較して、事業再編に係る移転価格文書化

の整備は十分とはいえない 1 4 5。  
 

1 4 3  平成 2 2 年度改正で、措法において、「国外関連取引に係る独立企業間価格を

算定するために必要と認められる書類等として財務省令で定めるもの」とされ、

措規において国外関連取引の内容を記載した書類（１号）及び「法人が国外関連

取引に係る独立企業間価格を算定する書類（２号）として列挙されたことをもっ

て、日本版の間接文書化制度が導入されたと評される。太田洋＝北村導人「移転

価格税制と『文書化』」日税研論集 6 4 号 1 4 1、 1 4 2〜 1 4 5 頁（ 2 0 1 3）。  
1 4 4  飯守一文「移転価格税制を巡る諸問題〜コンプライアンスと納税者負担の観

点から〜」租税研究 7 3 4 号 2 1 5、 2 3 4 頁（ 2 0 1 0）。  
1 4 5  例えば、ドイツでは、事業再編に係る文書化強化策として、国外への機能移

転に伴う取引について、通常の文書化義務とは別に、速やかな文書化義務が課さ

れる。山川・前掲注 4 7、 2 2 5、 2 8 9 頁、居波・前掲注 1 4 2、  11 7、 1 2 6 頁。  
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ロ 推定課税及び同業者調査  

 わが国では、税務当局の情報入手を担保するために推定課税や同業

者調査に基づくシークレットコンパラブルが採用されていることに対

して、多くの主要国が採用している同時文書化制度の導入を求める声

が多かった 1 4 6が、上記イのとおり、同時文書化制度が導入された後

も、従来、「遅滞なく」 1 4 7とされていた書類の提出期限を、L F また

は LF に相当する書類を税務職員がその提示又は提出を求めた日から

45 日または 60 日を超えない範囲内の当該職員が指定する日までと、

提出期限面での発動要件が明確化されたた上で、これらの規定は存続

している。  

（3）まとめ  

 BEPS プロジェクト後のわが国の移転価格税制に係る税制改正を外

観すると、実体法面では、無形資産取引について TP ガイドラインと

整合的な改正がなされたが、TP ガイドラインの「第一章 D 独立企業

原則の適用のための指針」で示された移転価格分析の詳細、特に、補

強されたリスク分析については、わが国の法令等ではあらためて反映

されていない。また、T P ガイドラインで示された事業再編に係る指

針について、第２章第 2 節１（2）で後述するが、わが国では、事業

再編に対してどのように対応すべきか十分に検討されておらず、法令

等の整備はなされていない 1 4 8。  

移転価格税制の適用においては、法令解釈や事実認定に当たって、

国内法だけでなく、２国間租税条約、O ECD モデル租税条約、同コ

ンメンタリー、特に、T P ガイドラインを参照して執行されている 1 4 9。

 
1 4 6  本庄資「情報の非対称性と文書化の必要性」 4 8 0〜 5 0 2 頁 本庄資編著『移

転価格税制執行の理論と実務』（大蔵財務協会、 2 0 1 0）、飯守・前掲注 5 7、 4 2 0
〜 4 2 1 頁、小島俊朗「日本における移転価格紛争の現状と問題点」本庄資編著

『移転価格税制執行の理論と実務』 5 2 3 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）など。  
1 4 7  「遅滞なく」とは、「要求後可及的速やかに」を意味し、要求された資料の内

容とボリュームの関係から妥当な期間が判定されるものと解されていたが、具体

的な日数が必ずしも明らかではなかった。  
1 4 8  居波邦泰「移転価格訴訟の現状と問題点」本庄資編著『移転価格税制執行の

理論と実務』 8 8 5 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）。  
1 4 9小島・前掲注 1 4 6、  5 2 2 頁、事務運営指針 1 - 2（ 3）。  
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201 7 年版の TP ガイドラインは、より経済実質面を重視した立場を

明確にしたが、わが国の厳格な租税法律主義との対立とどう折り合い

をつけるのであろうか。その判断を裁判所に委ねるのであれば、法的

安定性及び予測可能性が著しく損なわれている 1 5 0。  

 手続法面においては、BEPS プロジェクトの議論を経て、文書化制

度の強化が図られ、わが国においても、T P ガイドラインと整合的な

文書化制度が整備された。一定の取引規模の国外関連取引について

LF の同時文書化制度が導入され、MF で多国籍企業のグローバルバ

リューチェーンの全体像を把握し、CBCR にて、国毎の収入金額、税

引き前当期利益、納付税額、発生税額、資本金、利益剰余金、従業員

数、有形資産額などの数値のほか、研究開発、知的財産管理、生産、

販売などの主な事業活動の情報が開示されることとなった 1 5 1ことは

大きな前進である。  

 しかしながら、わが国では、事業再編に係る移転価格文書化の整備

は検討の余地が残っている。  

２ 諸外国の対処の例（迂回利益税など）  

 諸外国においても、最終報告書の勧告を受けて、整合的に国内法の

整備を行っているが、さらに、独自の制度を導入して、BEPS に対処

している例も見られる。本稿では、英国とオーストラリアで導入され

た迂回利益税（Div e r te d  P ro f i t  Ta x、以下、英国とオーストラリア

の迂回利益税を総称して「D PT」という。）などについて検討する。

DP T は、移転価格税制では対処できないアドビ事件のような事業再

編に係る ATP に対して有効である 1 5 2。  
 

1 5 0  久保田・前掲注 1 0  1 4 6 頁。  
1 5 1  C o u n t r y - b y - C o u n t r y  R e p o r t i n g  X M L  S c h e m a :  U s e r  G u i d e  f o r  Ta x  
A d m i n i s t r a t i o n s  2 0 1 9、h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / t a x / b e p s / c o u n t r y - b y -
c o u n t r y - r e p o r t i n g - x m l - s c h e m a - u s e r - g u i d e - f o r - t a x - a d m i n i s t r a t i o n s -
j u n e - 2 0 1 9 . p d f  4 4 頁、O E C D  H P（最終検索日：令和４年１月８日）。  
1 5 2  英国 D P T の制度の概要は、主に緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 2 1〜 2 2 3 頁

（ 2 0 1 6）を引用している。居波邦泰「立証責任の転換による B E P S 対策の必要

性」本庄資『国際課税ルールの新しいルールと実務 ポスト B E P S の重要課題』

5 1 3〜 5 1 7 頁（中央経済社、 2 0 1 7）、岩品信明「経済産業省委託調査報告書：

B E P S を踏まえた各国の動向及び日本企業の対応に関する調査（第２回）」租税

研究 8 0 6 号 1 2 5、 1 3 2〜 1 3 3 頁 ( 2 0 1 6 )も参照。  
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（1）英国  

 英国は、国際的な AT P に対抗する措置として、20 04 年に義務的開

示制度（Ma n dat o ry  Di s c l o su re  Rul e、以下「MD R」という。）

1 5 3、20 13 年に一般否認規定（Ge n e ra l  Ant i -  Ab u se  Rul e、以下

「G AAR」という。）を導入し、さらに、20 15 年４月に迂回利益税

（以下、「英国 D P T」という。）という画期的な新制度を施行した。

英国 D P T は、通常の法人税率は 2 0 %であるところ、迂回された利益

に対して 25 %（2 0 23 年 4 月１日以降 3 1％ 1 5 4）の税率で課税される

いわゆる懲罰税である 1 5 5。  

 英国 D PT 導入の目的  は、多国籍企業による英国の税源を浸食する

人為的なアレンジメントをターゲットにして、英国内での経済活動に

より生じた所得を確実に補足し、納税者に納税を促すことにある。具

体的には、①英国における恒久的施設（P E）認定の人為的回避、及

び、②各国税制のミスマッチ等を利用するための経済的実質のない取

引や事業体の関与（迂回取引等）を対象とし、国外関連取引を通じて

グループ全体の税負担を不当に軽減している場合に発動する 1 5 6。ま

さに、アドビ事件のようなコミッショネアスキームもターゲットとな

る。  

 ②に対する英国 DPT  は、国外関連者取引を対象とすることから、

 
1 5 3  矢内一好「義務的開示制度と一般否認規定  ⑵」商学論纂（中央大学）第 6 0
巻第５・６号 3 6 1、 3 6 1〜 4 1 2 頁（ 2 0 1 9）、矢内一好「国際税務における最近の

諸問題－電子商取引・B E P S 条約・義務的開示制度－」経理研究第 6 0 号 11、

1 9 頁（ 2 0 1 8）、税制調査会第５回（2 0 1 6 年 1 0 月 2 5 日）資料総５－４ 2〜 1 2
頁。  
1 5 4  ベイカーマッケンジーニュースレター 5 6 号（ 2 0 2 1）  
h t t p s : / / w w w. b a k e r m c k e n z i e . c o . j p / w p / w p -
c o n t e n t / u p l o a d s / N e w s l e t t e r _ 2 0 2 1 0 3 _ C o r p o r a t e _ Ta x _ Vo l _ 5 6 . p d f  
ベーカー＆マッケンジー法律事務所 H P（最終検索日：令和４年１月 1 7 日）。  
1 5 5  緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 2 1〜 2 2 3 頁、平井恵理子「O E C D  B E P S の行動計

画に先行した英国の迂回（うかい）利益税」E Y 情報センサー 1 0 8 号 1 2〜 1 3 頁

（ 2 0 1 5）、h t t p s : / / w w w. e y j a p a n . j p / l i b r a r y / i s s u e / i n f o - s e n s o r / p d f / i n f o -
s e n s o r - 2 0 1 5 - 1 0 - 0 4 . p d f   E Y  税理士法人 H P (最終検索日：令和３年５月 2 7
日）。  
1 5 6  S e c t i o n 7 8 , 8 1  a n d  8 6  o f  P a r t  3  ( D i v e r t e d  P r o f i t  Ta x )  o f  t h e  
F i n a n c e  A c t  2 0 1 5  
h t t p s : / / w w w. l e g i s l a t i o n . g o v. u k / u k p g a / 2 0 1 5 / 11 / p a r t / 3 / e n a c t e d  
（最終検索日：令和４年２月 2 3 日）、緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 2 2 頁。  
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移転価格税制と重なる部分も多いが、移転価格税制が取引価格を直接

の問題とするのに対し、英国 D PT は、国外関連者取引が独立企業間

価格で行われたとしても、関連者取引全体を観察したときに、ATP

と認定されるかを問題とし、英国 DP T を適用する場合は、取引の否

認、再構築をして課税する 1 5 7。  

 具体的な手続きの流れは次のとおりである。英国歳入関税庁（He r  

Ma j e st y ’s  Re ve n u e  a n d  Cu s t om s、以下「HMRC」という。）は、

英 国 DP T の 適 用 対 象 と な る 迂 回 取 引 等 に つ い て ガ イ ダ ン ス

（D iv e rt e d  P ro f i t  Tax :  Gu i da n ce）で詳細に解説している。納税

者は、ガイダンスの内容を検討した上で、HMRC に対し、英国 DP T

の適用の可能性がある取引について、会計年度の終了後３か月以内に

通知する義務が課されている。そして、HMRC は、納税者からの情

報をもとに英国 D P T の対象となるか否かを検証する。HMRC は、英

国 D PT の適用を決定する場合、会計年度の終了後２年以内に、納税

者に対し、暫定通知（pre l i mi na ry  n ot i c e）をし、英国 DP T が適用

される理由と金額、計算の基礎を説明する。納税者は、暫定通知を受

け取ってから 3 0 日以内に申立てをすることができる。HMRC は、申

立ての内容（この段階では事実関係のみ）を検討した上で、課税をす

る場合には、申立て期限から 3 0 日以内に、納税者に課税通知を送付

し、納税者は課税通知の日から 30 日以内に英国 D PT を納めなければ

ならない。納付しなければ、遅延の利子および罰金が適用される。そ

の後、15 カ月間の審査期間（ rev i e w pe r i o d）があり、HMRC は、

最終的な税額を決定して、納税者に対し増額あるいは減額の確定通知

（ su pp l em e n ta ry  ch a rg in g  n ot i c e s /  a ppro pr ia t e  am e n di ng  

n ot i c e s）  を送付する。減額となった場合や、迂回事実がないことを

立証された場合は、利子をつけて還付される。また、その確定した処

分に対して、納税者は、審査期間の終了した日から 3 0 日以内であれ

ば、不服申し立てを行うことができ、減額となった場合や、迂回事実

 
1 5 7  緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 2 3 頁。  
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がないことを立証された場合は、利子をつけて還付される 1 5 8。  

 HMRC の発表によれば、英国 D PT の税収に加えて、英国 D PT の

対象となりうる迂回取引の解明を通じて、長年決着がつかなかった多

くの移転価格事案が終結し、過年分の法人税が増加したことや、迂回

取引税の導入を契機に企業行動の是正を促し、グループ内取引の見直

しによる事業再編に係る付加価値税の増収や、将来の法人税の増収に

繋がったとされる 1 5 9。  

 英国 D PT に加えて、さらに英国は、利益迂回に係る開示制度

（P ro f i t  D i ve rs i o n  Co m pl i a n ce  Fa c i l i t y、以下「P DCF」とい

う。）を導入した 1 6 0。  

PD CF は、HMRC が、利益迂回リスクや移転価格リスクが高いと

判断した多国籍企業に PD CF の警告書を送付し、全税務調査期間に

係る法人税及び英国 D PT に関する全面的かつ正確な情報開示を促す

もので、警告書に応じてなされた開示は自発的なものとして扱い、ペ

ナルティが軽減される制度である 1 6 1。また、「悪質な違反者の情報公

開制度（P u bl i sh i ng  De ta i l s  o f  D e l ibe rat e  De fa ul te r s）」に従い、

故意に英国外に利益を迂回させたことが把握された企業名は公表され

る 1 6 2。  

 英国では、すでに MD R や G AAR を導入しているにもかかわらず、

新たに ATP をターゲットとした英国 DPT や P D CF のような厳しい

 
1 5 8  H M  R e v e n u e  &  C u s t o m s  “D i v e r t e d  P r o f i t  Ta x :  G u i d a n c e  
( D e c e m b e r  2 0 1 8 )”５頁、8 8 頁（ 2 0 1 8）、岩品・前掲注 1 5 2、 1 3 2〜 1 3 2 頁。   
1 5 9  “ Ta c k l i n g  p r o f i t  d i v e r s i o n  b y  m u l t i n a t i o n a l  c o m p a n i e s ”  
( P u b l i s h e d  2 7  J a n u a r y  2 0 2 0 )、
h t t p s : / / w w w. g o v. u k / g o v e r n m e n t / p u b l i c a t i o n s / t r a n s f e r - p r i c i n g - a n d -
d i v e r t e d - p r o f i t s - t a x - s t a t i s t i c s - t o - 2 0 1 8 - t o - 2 0 1 9 / t a c k l i n g - p r o f i t -
d i v e r s i o n - b y - m u l t i n a t i o n a l - c o m p a n i e s  
G O V. U K  H P（最終検索日：令和３年５月 2 7 日）。  
1 6 0  P D C F の制度の概要は、主に E Y 税理士法人「英国歳入庁が利益迂回に係る

開示制度を開始」 J a p a n  Ta x  a l e r t  １～３頁 ( 2 0 1 9 )  を引用している。E Y 税

理士法人 H P  h t t p s : / / w w w. e y. c o m / j a _ j p / e y - j a p a n - t a x - l i b r a r y / t a x -
a l e r t s / 2 0 1 9 / e y - j a p a n - t a x - a l e r t - 2 0 1 9 0 1 3 1 - 3（最終検索日：令和４年１月

1 8 日）。  
1 6 1  E Y・前掲注 1 6 1、１頁。  
1 6 2  E Y・前掲注 1 6 1、３頁。  
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制度を導入した目的の１つに ATP に関するタイムリーな情報入手を

挙げている 1 6 3。これは、G AAR のような実体法が整っていても、不

十分であることを意味するのではないか。つまり、実態を把握して、

課税要件の充足を立証しうる情報を入手できなければ、G AAR は機

能しないということではないか。  

英国 D PT は、HMRC が、事前に英国 D PT の対象となる迂回取引

等を具体的にガイダンスで明示し、納税者が、英国 DP T の対象とな

る可能性のある取引を行っている場合には、自ら申出することを促す

ことで、直接納税者から情報を入手し、当局が検証をするという新た

な制度である。  

 また、英国 DP T は、適用対象となる迂回取引等を明示することに

より、企業が実体のない迂回取引等をやめ、実態と整合性のとれた取

引に正すという企業行動に影響を与えることが期待される制度である。  

 さらに、D P CF は、納税者が情報開示をすることによるインセンテ

ィブと情報開示しなかった場合のペナルティを明確に規定することで、

納税者による法順守の強化を図っている。  

 英国は、AT P に係る情報の非対称性の解消のため、企業側から情

報を開示させ、企業行動に影響を与え、税務コンプライアンスを向上

させるアメとムチ政策（英国 D PT がムチであるならば、P D CF はア

メ）を採用し、適正及び公平な課税を目指している。  

（2）オーストラリア  

 オーストラリアは、20 15 年に O ECD の BEP S 勧告に先んじて、

多国籍企業による人為的な仕組み取引等を利用したオーストラリアに

おける課税ベースの浸食を防止 1 6 4するため、多国籍企業回避防止法

 
1 6 3  居波邦泰「海外論文紹介①英国の迂回利益税：ラウンド・ディスカッショ

ン」 “ T h e  U . K ’ s  D i v e r t e d  P r o f i t  Ta x :  A R o u n d t a b l e  D i s c u s s i o n ”②「シ

ンガポールは B E P S を切り抜けられるであろうか？」 “ W I L L  S I N G A P O R E  
S U RV I V E  B E P S ? ”  租税研究 7 9 1 号 2 7 4、 2 7 5 頁（ 2 0 1 5）。  
1 6 4   h t t p s : / / w w w. t a x i n s t i t u t e . c o m . a u / n e w s / u n d e r s t a n d i n g - m a a l -
c o m b a t i n g - m u l t i n a t i o n a l - t a x - a v o i d a n c e  
 AT O  H P（最終検索日：令和４年１月８日）。  
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1 6 5 (Mu l t i -Na t i o na l  Ant i -Avo i da n ce  La w、以下「MAAL」とい

う。）を導入した。オーストラリアは、19 1 5 年にニュージランドに次

いで、２番目に G AAR を導入しているが、MAAL は、GAAR を補強

するものと位置付けられている 1 6 6。  

 さらに、オーストラリアは、MAA L に続いて、201 7 年に迂回利益

税  (以下「豪州 D PT」という。 ) 1 6 7 を導入した。MAAL は、英国

DP T の影響を受けて導入されたが、税務当局の税務調査に協力的で

ない外国法人に対する MAAL の適用が困難であるという状況の中、

豪州 DPT が導入されることとなった。タックス・スキームが豪州

DPT の対象となった場合、税務長官が納税者に対し、豪州 D PT の査

定を行う決定を下し、迂回利益の総額に 40 %の税率を乗じて算出さ

れた豪州 DPT を課す。  

 MAAL と豪州 D PT を合わせて、英国 DP T に相当するものである

が、オーストラリアの制度は、そのターゲットをデジタルプラットフ

ォーマ―に絞っており、その懲罰税も 4 0％と厳しい。  

 英国 DP T が、多国籍企業から租税回避スキームに関する情報をタ

イムリーに開示させ、企業行動自体を適正な形態に変更させるために

導入されたことや、豪州 DPT が、G AAR を補強する MAAL だけで

は、課税当局の税務調査に協力的でない外国法人に対して、その適用

が難しいことから導入されたことは、強固な実体法を有していてもな

お、多国籍企業との情報非対称性を解決しなければ、その適用が困難

であることを裏付けている。  
 

1 6 5 h t t p s : / / w w w. a t o . g o v. a u / B u s i n e s s / I n t e r n a t i o n a l - t a x - f o r -
b u s i n e s s / I n - d e t a i l / D o i n g - b u s i n e s s - i n - A u s t r a l i a / C o m b a t i n g -
m u l t i n a t i o n a l - t a x - a v o i d a n c e - - - a - t a r g e t e d - a n t i - a v o i d a n c e - l a w /   
   AT O  H P（最終検索日：令和２年 1 0 月 11 日）。  
1 6 6  M A A L の制度概要については、主に矢内一好「豪州の多国籍企業租税回避防

止法と迂回利益税」月刊税務事例 4 9 号 4 8、 4 8〜 4 9 頁（ 2 0 1 7）を引用してい

る。  
1 6 7  矢内・前掲注 1 6 6、 4 9 頁。  
h t t p s : / / w w w. a t o . g o v. a u / B u s i n e s s / I n t e r n a t i o n a l - t a x - f o r - b u s i n e s s / I n -
d e t a i l / D o i n g - b u s i n e s s - i n - A u s t r a l i a / D i v e r t e d - p r o f i t s - t a x /  AT O  H P
（最終検索日：令和２年 1 0 月 11 日）。  
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第 2 節 アドビ事件再考  

１ 形式重視のわが国の移転価格税制と実質重視のＴＰガイ

ドラインの調整（実体法面の観点から）  

（1）正確な描写分析によるリスク再配分  

 本章第１節１（1）で検討したとおり、BEP S プロジェクトでは、

移転価格をいかに価値創造と整合性を図るかが整理され、改定後の

TP ガイドラインは、国外関連取引の実質に踏み込み、当事者の実際

の行動及び能力に焦点を当てている。特に、契約上のリスク分担につ

いては、その当事者が実際にリスクコントロールしているか、リスク

を負担する資金能力を備えているかという観点で分析し、例えば、単

なる資金を提供するだけの財務上のリスク負担であれば、リスクフリ

ーレート程度の利益しか与えられない。  

アドビ事件について、判決文からは、本件国外関連者の概要が明ら

かではないが、本件国外関連者の機能は、商品の受発注及び配送手配、

仕入金額の支払及び販売代金の受領等の事務処理作業である一方で、

Ｘが日本市場において付加価値の高い販促活動等を行っていたとする

ならば、価値創造に貢献しているＸにその利益は帰属する。そして、

高裁は、本件国外関連者がＸの販売活動費用を補填するので、Ｘは事

業損失リスクを負っておらず、損益分岐点を超えなければ損失を負う

ことになる再販売会社とは明らかに差異があると判断したが、本件国

外関連者は単に資金だけを拠出し、日本での販売活動についてなんら

意思決定などを行っていないのであれば、リスクフリーの利益を享受

する貢献しか果たしていないと認められるから、当事者間のリスクを

再配分して、独立企業間価格を算定することになろう。  

（2）事業再編に係る移転価格税制の適用  

TP ガイドラインは、事業再編に係る移転価格税制に適用について、

事業再編時と事業再編後の２段階に分けて、再編自体に対する独立企

業間価格と、事業再編後の関連者間取引の独立企業間価格の算定につ

いての指針を与えている。本章第１節１で記載のとおり、「事業再編

に係る移転価格上の側面」は、BEP S プロジェクト開始前の 2 01 0 年
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に TP ガイドラインに新設された項目であるが、以下、その指針につ

いて触れる。  

TP ガイドラインは、まず、再編自体に対する独立企業間価格の算

定について、事業再編は、価値ある無形資産など、何らかの価値ある

もののクロスボーダーでの移転を伴う可能性があり（パラ 9 .10）、ま

ず、多国籍企業グループ内の再編の当事者に何らかの対価が支払われ

るべきか決定するためには、第一章のＤ（機能分析）における詳細な

指針を参照して（パラ 9 .18）、事業再編を構成する国外関連取引を正

確に描写することが重要である（パラ 9 .1 6）。特に、事業再編におけ

るリスク分析が極めて重要であるとすると説明する。また、事業再編

によって、アドビ事案のように、現地事業が低リスクの事業に転換さ

れた場合、別の当事者が経済的に重要なリスクを引き受け、当該リス

クにかかる損益が当該当事者に配分されることによって、相対的に低

いリターンを収受するようになることがしばしば認められるので、再

編前後の関連者間でのリスク配分の検討が必要不可欠であり、T P ガ

イドライン第１章Ｄ１ .２．１（リスク分析）で示された指針に従っ

て、特にコントロール能力及び資金能力を参照することによって、い

ずれの当事者が特定のリスクを引き受けているのかを決定する（パラ

9 .1 9）とする。  

次に、事業再編後の関連者間取引の独立企業間価格の算定は、再編

後の関連者間取引を正確に描写して、正確に描写された関連者間取引

の経済的な特徴の分析に基づいて行わなければならない。なぜなら、

「コミッショネア」あるいは「限定された販売会社」といったレッテ

ルと貼られた当事者が、時として現地の価値ある無形資産を有してい

たり、重要な市場リスクを引き受けていることが見受けられたりする

からである。よって、当事者の果たす機能、使用する資産、引き受け

るリスクを理解する必要がある（パラ 9 .1 08）と説明する。  

アドビ事件では、地裁及び高裁の判決文から再編前後の事実関係の

詳細が明らかではないが、再編前は、Ｘが米国親法人から直接アドビ

製品を輸入し、日本市場での販促活動等を行っていたところ、再編後
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は、低税率国に設立された本件国外関連者が米国親法人からアドビ製

品を一旦仕入れ、日本の顧客へ販売する形態に変更し、日本市場での

販促活動等はＸが、相変わらず行っていた。つまり、再販売に係る機

能やリスクが本件国外関連者へ移転されたのであるが、企業グループ

全体の一連の価値連鎖（バリューチェーン）の中で付加価値の高い重

要な機能を担っていたＸから、事業戦略やマーケティング戦略の策定、

維持、実施をしていた部署（人）が物理的に本件国外関連者へ移転し

た場合と、単に、契約上だけの移転に留まる場合とでは、再編後の国

外関連取引に係る価格の評価は異なるだろう。  

本件のように、課税庁が、再編後の国外関連者取引（役務提供取引）

のみを課税対象とする場合であっても、再編時の取引の詳細な分析が

必要であろうし、再編時に、なんらかの無形資産の移転があったのか、

なかったかは、再編後の価格設定に影響することであるから、再編時

の事実関係も踏まえて、再編後の本件国外関連取引についての議論が

なされるべきである。リスク分析において、重要なリスクを特定する

とされており、契約上、本件国外関連者に移転したリスクが、重要な

ものなのかどうかも検討する必要があろう。  

また、再編時になんらかの無形資産（マーケットインタンジブルと

想定）が移転した場合、マーケットインタンジブルの譲渡については

当事者間では認識していないと思われるため、まず、移転があったこ

とを認定する必要があること、さらに、無形資産の評価の問題がある

ことは第１章第３節で指摘した。無形資産の評価については、事業再

編に係る無形資産の国外移転に移転価格税制で対処するため、早急に

所得相応性基準の導入が検討されるべきと指摘されていたが 1 6 8、第

１節（1）のとおり、わが国においても、法令で移転価格上の無形資

産及び HT VI の定義がなされ、算定方法の１つに D CF 法が明記され

た上で、HT VI について、税務当局による事後検証が認められるに至

った。これは、大きな進展である。しかし、事務運営指針の別冊参考

 
1 6 8  居波邦泰「移転価格事案の訴訟に係る対処等の検討－米国の判例等を踏まえ

て－」租税研究 7 1 8 号 2 0 7、 2 3 8〜 2 3 9 頁（ 2 0 0 9）。  
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事例集で D CF 法や HT VI アプローチの解説もなされているが、税務

当局が一から取引時において用いるべきであった将来の収益予測を立

てて、フリーキャッシュフローの見積りを行うのは困難であるから、

納税者からの事業予測等の詳細な情報提供が不可欠になるだろう 1 6 9。  

（3）取引の否認、再構築との関係  

 措法 6 6 条の４第２項が経済的実質主義や否認再構築を許容してい

ると解する余地があるという見解もあるが 1 7 0、わが国の移転価格税

制は「対価の額」を引き直すと規定しているにすぎず、当事者が実際

に行った取引、取決めを無視して再構築することまで認めていないと

いうのが大方の見解である 1 7 1。  

 T P ガイドラインにおいても、取引の否認及び再構築は許されるの

は、例外的な場合に限定している。アドビ事件の場合、課税庁は、当

事者の契約関係の再構築をせずに、業務委託契約の価格設定を問題と

したが、再編後の関連者間の取決めは比較対象取引の把握が困難であ

ると指摘されるように（パラ 9 . 10 9）、課税庁は役務提供取引から比

較対象取引を見出せず、再販売取引から比較対象取引を選定し、差異

調整で比較可能性を担保しようとした。  

 改定後の TP ガイドラインの指針に従うと、まず、移転価格分析の

第１段階として、本件国外関連取引について、正確な描写を行うこと

となるが、アドビ事件では、本件国外関連取引において、Ｘが日本市

場においてさまざまな販売促進活動を行っていたことは判決文からも

明らかであり、さらに、例えば、Ｘに売買契約締結の権限が与えられ

ていた、Ｘが本件国外関連者の事業に関して、契約を締結するために

注文の取得、協議、その他の行為のうち重要な部分を行っていた、あ

 
1 6 9  青山・前掲注 5 3、 1 2 6 頁。  
1 7 0  茂木裕晃「移転価格税制に係る一考察－クロスボーダーでの事業再編を中心

として」『租税資料館受賞論文集 2 1 回下巻』3 3 1、 4 2 0〜 4 2 2 頁（租税資料館、

2 0 1 3）。  
1 7 1   今村隆「移転価格税制と  O E C D  新ガイドライン  ―各国の裁判例を分析して

―（第２回）」租税研究 8 2 4 号 1 0 2、 1 2 1 頁（ 2 0 1 8 )、今村・前掲注 3 5、 2 4 5、

2 6 6 頁、居波・前掲注 1 0 1、  2 9 2 頁、小島信子「移転価格税制における独立企

業間価格の算定に係る「レンジ」の採用について」税大論叢 6 7 号 4 2 6 頁

( 2 0 1 0 )、茂木、前掲注 1 7 0、 4 2 5 頁。  
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るいはＸが製品の在庫管理を行っていた 1 7 2など、Ｘが再販売者の売

主と同様の機能を果たしていたという事実関係が認められれば、正確

な描写により、再販売取引に引き直して、第２段階の比較可能性分析

を実施することとなろう。しかし、わが国の裁判所が、このような

TP ガイドラインの指針に従った実質を重視した移転価格課税を受け

入れるのか定かでない 1 7 3。  

 移転価格税制は、経済的実質思考の強い米国主導で発展してきた歴

史がある。米国の移転価格税制は、第１章第１節１に記載のとおり、

内国歳入庁長官に所得の再配分を認める規定振りとなっており 1 7 4、

真実の課税所得を算定する税制とされる 1 7 5。  

 一方、わが国の移転価格税制は、基本３法の適用が重視され、比較

対象取引の選定にあたり比較的厳格な比較可能性が求められていた導

入当初のまま、「その国外関連取引の対価が独立企業間価格と異なる

場合に独立企業間価格に引き直す」という規定振りになっているが、

実際には、その国外関連取引によって創造された超過利益を当事者そ

れぞれ貢献に応じて配分を決定している 1 7 6のである。  

前述したとおり、T P ガイドラインの改定を受けて、国内法の整備

が進められているものの、事業再編や、詳細な移転価格分析の指針

（特にリスク分析）など、国内法に反映されていない事項も多い。わ

が国では、移転価格事務運営が TP ガイドラインに整合的に執行され

ていることから、訴訟の場においても、T P ガイドラインは法源では

ないものの、「移転価格と価値創造の一致」という基本理念を反映し

た改定後の TP ガイドラインを参照して、税務当局も納税者も主張、

立証することになると思われる。  
 

1 7 2  代理人 P E の認定に必要な事実関係と重なる。太田=手塚・前掲注 3 4、 6 6
頁。  
1 7 3  今村・前掲注 1 3 1、 1、  1 6～ 1 7頁。  
1 7 4  金子・前掲注 1 3、 3 7 1〜 3 7 2  頁。  
1 7 5  本庄・前掲注 1 4、４〜５頁、山川・前掲注 1 4、  1 0 頁、増井・前掲注 1 2、

4 6〜 4 7 頁。  
1 7 6  志賀櫻「移転価格税制の基本的諸問題」月刊税務事例 4 0 巻 9 号 3 2、 3 2 頁

（ 2 0 0 8）。  
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改定後の TP ガイドラインでは、価値創造に貢献した当事者に利益

の帰属するものとする考え方がより明確に示されていることから 1 7 7、

国際的な調和を図るために、わが国においても、実体法上の整備が検

討されるべきである。  

さらに、ＴＰガイドラインは、商業合理性のない取引について取引

の否認・再構築を認めている（パラ 1 .1 22～1 .1 25）が、上述のとお

り、わが国では明文の規定がないため取引の否認・再構築は認められ

ていない。わが国の移転価格税制は、価格調整の規定ではあるが、

OECD モデル租税条約第９条 1 項は、「価格」ではなく「条件」とし

ており、独立企業間の取引と比較して、その条件が関係者間で商業上

合理性を欠いていると認められるのであれば、コミッショネア契約を

バイセル契約に再構築することは同条約第９条の範囲内であるとの見

解もあり 1 7 8、わが国においても、ＴＰガイドラインが許容する範囲

で、取引の否認・再構築が認められるよう国内法の整備が求められる。  

（4）合理的な解決への努力  

TP ガイドラインは、「事業再編によって、独立企業間でほとんど見

られないようなビジネスモデルが展開される場合、再編後取決めの比

較対象候補の把握が課題となるが、たとえ、比較対象のデータが少な

く、不完全な場合であっても、パラ 2 .2 の指針に従い、特に機能分析

によって決定される関連者取引の性質に従って、事案に最適な移転価

格算定手法が選択されることにより、すべての移転価格事案に合理的

な解決を見つけることが必要である」（パラ 9 . 109、 9 . 113）と述べ

ている。アドビ事件は、高裁が厳格な比較可能性や差異調整を求めら

れたため 1 7 9、所得移転の蓋然性が認められ、基本３法の適用ができ

ないことまで立証されたものの、適切な算定手法は示されなかった

 
1 7 7  今村・前掲注 1 3 1、 1、 1 6～ 1 7頁。  
1 7 8  今村・前掲注 1 3 1、 1 7 1、 1 8 6〜 1 8 7 頁。今村氏は、そもそも不合理な取引

に比較対象取引を見出すのは無理な話と指摘する。今村・前掲注 1 7 1、 1 0 2、

1 2 1 頁。  
1 7 9  比較可能性の判断に結構な幅がある。今村隆「移転価格税制についての最近

の裁判例と諸問題－デジタル課税における同税制の今後の役割」租税研究 8 3 8 号

2 1 9、 2 2 4 頁（ 2 0 1 9）。  
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1 8 0。  

完璧な比較対象取引が把握できない場合においても、可能な限り、

差異調整を行うなどの努力をし、最善の算定方法を何らか示すこと

1 8 1で、将来年度にわたって所得が流出し続ける事態は避けられるべ

きである。  

２ 新文書化制度導入の効果と弊害及び推定課税と同業者調

査の在り方（手続法面の観点から）  

（1）文書化制度  

 新文書化制度の導入により、税務当局は、アドビグループにおける

米国本国や国外関連者の所在するケイマンやアイルランドの収入金額

や納付税額、従業員数などの数値や主要な事業活動などの情報が税務

当局は入手できるようになった。例えば、アイルランドに多額の収入

金額が計上されているにもかかわらず、資産や従業員が少ないという

ような情報から、BEP S の可能性を想定することができる。しかし、

この情報は、税務当局にとって調査の実施の要否の判定には有益かも

しれないが、あくまで端緒にすぎず、根本的な課題に解決にはならな

い。  

 一方で、多国籍企業にとって、従来の L F に加えて MF や CBCR の

作成が義務付けられたことから、文書化を遵守するためのコンプライ

 
1 8 0  本件は売上総利益率を比較する再販売価格基準法であったが、営業利益率を

比較する取引単位営業利益法（T N M M）の適用にあたって、米国の独立比准法

（C P M）と実質的に変わらない事案も多く見られるところ、独立企業間価格幅

（レンジ）概念の違いから、わが国の T N M N は比較対象取引（企業）の比較可

能性を厳密に検討される。藤枝純「移転価格税制における実務上の課題」金子宏

=  中里実=  J .マーク・ラムザイヤー編『租税法と市場』 4 5 8 頁（有斐閣、

2 0 1 4）。  
1 8 1  「取引の正確自体が利益分割法に馴染まないが、納得感のある比較対象がと

れない場合、例えば、C U P  に準ずる方法、T N N M +差異調整、残余利益分割法

等の複数の手法を比較・検証し、最後の１つに決定されるとして、結果を見なが

ら信頼性をチェックすることも意味がないとはいえない。利益分割法の誤用・濫

用に歯止めをかけるため、T N M M の枠内での調整の開発に注目することも重

要」山川博樹「移転価格の利益分割法の在り方」本庄資編著『国際課税ルールの

新しい理論と実務  :  ポスト B E P S の重要課題』6 2 3 頁（中央経済社、2 0 1 7）。  
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アンスコストの負担が増大する 1 8 2という弊害が生じている。  

この点について、多くの納税意識の高い多国籍企業にも、一律に金

額基準で文書化の義務を課しているが、納税意識の高い多国籍企業ほ

ど、そのコンプライアンスコストは相対的に大きくなる 1 8 3と指摘さ

れる。  

わが国の企業は、タックスプランニングにはあまり積極的ではなく、

BEP S の問題は生じていないと言われる 1 8 4。本来であれば、わが国

の企業が負担しなくてもよいコンプライアンスコストを一部の多国籍

企業のアグレッシブな行動のために負担させられる結果になっている

とも言える 1 8 5。  

 また、CBCR は、共通様式の利用等によって事務負担軽減は配慮さ

れているものの、MF と LF については、各国の国内法制でそれぞれ

規定されるため、要求される情報の量は国によって異なり、金額要件

も異なる。例えば、インドネシア、ベトナム、シンガポールの MF の

作成基準が日本と比べて相当に低いなど、わが国で文書化の義務がな

くても、相手国では準備しなければならないこともある 1 8 6。  

 国によっては、非常に詳細な情報まで文書化の義務があり、例えば、

オーストラリアでは、国外関連取引一覧、税務ポジションに係る申告

書付表などの作成及び提出義務がある 1 8 7。また、大規模法人に義務

 
1 8 2  三塚琢磨「B E P S 行動計画と我が国の新移転価格文書」国際税務 3 7 巻９号

1 6、 2 9 頁（ 2 0 1 7）、矢内一好「利益情報の国別報告も必須に !  平成 2 8 年度税制

改正の移転価格文書化義務」企業会計 6 8 巻５号 7 0 2、 7 0 7 頁（ 2 0 1 6）。  
1 8 3  江波戸順史「B E P S プロジェクトと行動計画 1 3 の移転価格文書」千葉商大

論叢第 5 7 巻第１号 1 5 9、 1 6 5〜 1 6 6 頁（ 2 0 1 9）。  
1 8 4  山川博樹「移転価格税制の見直し」本庄資  編著『国際課税ルールの新しい理

論と実務  :  ポスト B E P S の重要課題』 3 5 1 頁（中央経済社、 2 0 1 7）、青山慶二

「B E P S における移転価格課税問題について」租税研究 7 8 3 号 3 1 0、 3 1 0 頁〜

3 1 2 頁（ 2 0 1 5）、「第１章 B E P S の全体像」B E P S 実務研究会編『B E P S の実務

Ⅰ』高野氏発言（ 3 6 頁）、武井氏発言（ 3 9 頁）（商事法務、 2 0 1 7）。  
1 8 5  吉村・前掲注 11、 2 1 6 頁、渡辺徹也「デジタル課税」租税研究 8 5 7 号

1 9 7、 2 11〜 2 1 2 頁（ 2 0 2 1）。  
1 8 6三塚・前掲注 1 8 2、 2 6〜 2 7 頁、大城隼人「ポスト B E P S 対応後の移転価格

税制への向き合い方 -移転価格文書化規定の論点を中心に」税務会計研究 3 1 号

2 3 5、 2 3 9 頁（ 2 0 2 0）。  
1 8 7  長田大輔「豪州」山川博樹編著『電子経済課税と移転価格』 3 1 9〜 3 2 7 頁

（中央経済社、 2 0 2 0）。  
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づけられる LF は備え付けではなく提出が義務づけられている 1 8 8。  

 わが国の企業の国外関連者が所在する相手国にて厳しい文書化が求

められている場合、相手国当局のみに多くの情報が開示されていると

いうことであり、移転価格はいわば「ゼロサムゲーム」である 1 8 9こ

とからすれば、わが国において、他国と同様のレベルの情報入手を担

保する必要はなかろうか 1 9 0という疑問も沸く。  

 また、BEP S プロジェクトによる透明性の確保により、多くの情報

を得た各税務当局の執行は、AT P への対処でなく、移転価格課税の

適用が大企業から中小企業へと移行し、少額の案件が増えているので

はないか 1 9 1、これは本来の目的としていた BEPS に対抗するのは難

しいことを意味しているのではないかとの指摘もある 1 9 2。  

（2）推定課税及び同業者調査  

 推定課税規定は、納税者が、資料提出を怠った場合の一種のペナル

ティ規定であり 1 9 3、納税者から移転価格調査に必要な情報が提供さ

れない場合、取引単位でなく企業単位での比較を行う推定課税が認め

られており、差異調整も要求されない 1 9 4。一方、推定課税が適用さ

れた場合、課税庁が推定課税の適用要件に係る事実及び推定課税の算

定方法の法令適合性については立証責任を負っているが、納税者がそ

の法令適合性について反証できなかった場合には、納税者が国外関連

 
1 8 8  豪州では、移転価格税制を含む法人税法において、挙証責任が納税者側にあ

り、移転価格税制において、納税者が税務当局に対し合理的に議論可能な立場を

主張できない限り、ペナルティの軽減を議論することは出来ず、ペナルティを

5 0 %から 1 0％に引き下げる要件として、法人税申告期限までに移転価格文書の

作成が必要とされている。長田・前掲注 1 8 7、  3 1 9〜 3 2 7 頁。  
1 8 9  矢内・前掲注 1 8 2、 1 2 7 頁。  
1 9 0  わが国の税務当局は国外関連取引の情報を法人税申告書別表 1 7（ 4）により

把握しているが、米国の情報申告書と比較して情報量に差がある旨指摘されてい

る。望月文夫「B E P S の日本企業への影響〜移転価格文書化と国別報告書を中心

に〜」租税研究 7 7 8 号 2 5 5、 2 6 7〜 2 6 8 頁（ 2 0 1 4）。  
1 9 1  田島宏一「改めて考える移転価格文書化の意義と移転価格課税との関係」国

際税務 3 7 巻１号 5 0、 5 1 頁（ 2 0 1 7）。  
1 9 2  大城・前掲注 1 8 6、  2 3 9 頁。  
1 9 3  大城隼人「文書化の法定」本庄資編著『国際課税の理論と実務 7 3 の重要事

項』 11 5 7 頁（大蔵財務協会、 2 0 11）。  
1 9 4  飯守・前掲注 5 7、 4 2 2 頁、大野  雅人「移転価格課税における文書化義務と

推定課税」筑波ロー・ジャーナル 1 5 号１、６頁 ( 2 0 1 3 )。  
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取引に係る独立企業間価格を立証しなければならず 1 9 5、その立証は

容易ではない。  

アドビ事件のような事業再編を伴う事案において、再編時に移転し

た無形資産の評価のための DCF 法の採用や、再編後の国外関連取引

の独立企業間価格算定のための残余利益分割法の適用にあたって、国

外関連者の保有する情報の入手が不可欠であることから、納税者のコ

ンプライアンスに強い圧力を与え、納税者から必要な情報提供を促す

非常に有効な手段である推定課税 1 9 6は、今後も維持されるべきであ

ろう。  

 他方、推定課税の発動要件、以下に述べる同業者調査も同様である

が、どこまで納税者が書類を整えればよいか、様々な議論がある 1 9 7。

納税者に提出等を求められた帳簿書類等が「独立企業間価格を算定す

るために必要と認められるものであるか」の判断は税務当局の合理的

な裁量に任されており、いわば、 “ブラックボックス ”となっている

1 9 8との指摘もあり、不提出要件の充足については、税務当局の裁量

に委ねるのではなく、客観的な基準によることが必要と考えるが 1 9 9、

これらの事情を考慮すると、推定課税は、最終手段として抑制的な運

用が望まれる 2 0 0。  

 次に、アドビ事件で用いられた同業者調査に基づくシークレットコ

ンパラブルの利用については、見直しも検討されるべきではないかと

考える。シークレットコンパラブルについては、守秘義務を理由に、

その内容の開示がなされないことから、訴訟において納税者の反証が

 
1 9 5  飯守・前掲注 5 7、 4 2 2 頁、大野・前掲注 1 9 4、１、６頁、太田=北村・前掲

注 9 0、  2 7 2〜 2 7 3 頁。  
1 9 6  藤巻一男 「我が国の移転価格税制における推定課税について」税大論叢 4 2
号 7 5 頁（ 2 0 0 3）。  
1 9 7  太田=北村・前掲注 9 0、 2 6 0〜 2 6 8 頁。  
1 9 8  小島・前掲注 1 4 6、 5 2 0 頁、大野氏は、ブラックボックスになっていること

に対して、「納税者に文書化のインセンティブを与えるためにも、納税者が一定の

努力をすれば文書化義務を果たしたものと判断される制度とすることが必要」と

述べる。大野・前掲注 1 9 4、  4 0 頁。  
1 9 9  大野・前掲注 1 9 4、 2 0 頁。  
2 0 0  山川・前掲注 4 7、  2 9 4 頁、太田=北村・前掲注 9 0、 2 6 8〜 2 7 0 頁、望月・

前掲注 4 9、 9 4 頁。  
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困難であること、納税者が入手できない同業者の情報を使って、課税

と同様の申告を行うことは不可能であることなどの問題を指摘されて

いる 2 0 1。  

 また、同業者調査は、反面調査とは異なり、取引関係がない第３者

に対して、コンプライアンスコストを負担させること、また、同じ業

界内のある程度数が絞られた競合会社が対象となることから、情報を

提供する第３者の権利保護 2 0 2の観点で再考されるべきであろう 2 0 3。  

 一方で、同業者調査の発動要件は、推定課税と同じく、書類の不提

出とされているが、比較対象取引は必ずしも納税者の内部情報から得

られるとは限らない。公開データから比較対象取引を入手できない場

合には、納税者から書類の提出の有無に限らず、同業者調査によって

比較対象取引が見出される可能性があるのであれば、同業者調査を実

施すべきではないかとも考える。しかし、近年、実務的には、算定手

法として、公開データから比較対象取引を選定可能な取引単位営業利

益法（T N MM）が多く利用されている 2 0 4ことからすると、同業者調

査を実施しなければならない場面は限られると思われる。  

 よって、納税者及び第３者の権利保護の観点やわが国の課税権の確

保の観点から、同業者調査規定は、書類不提出のペナルティではなく、

比較対象取引が納税者から得た内部情報及び公開データから選定でき

ない場合に適用されるのが望ましいのではないだろうか。  

第３節 今後の課題  

BEP S プロジェクトでの議論を経て、わが国の移転価格制度も整備

 
2 0 1  山本・前掲注 9 2、  1 2 7〜 1 4 7 頁。  
2 0 2  駒宮・前掲 4、  2 5 2 頁。  
2 0 3  望月・前掲注 4 9、 9 5 頁。  
2 0 4  令和２事務年度の「相互協議の状況」について  令和２年 1 0 月国税庁 (別紙

３ )令和元事務年度・相互協議処理事案の内訳  
○独立企業間価格の算定方法内訳  

 
h t t p s : / / w w w. n t a . g o . j p / i n f o r m a t i o n / r e l e a s e / k o k u z e i c h o / 2 0 2 1 / s o g o _ k y o
g i / i n d e x . h t m  国税庁 H P（最終検索日：令和４年１月 2 2 日）。  

算定手法 CUP CP PS TNMM その他 合計

件数 6 2 5 91 39 143

割合 4.2% 1.4% 3.5% 63.6% 27.3% 100.0%
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がなされたが、アドビ事件を再考してみると、いまだ、わが国の移転

税制は実体法面においても手続法面においても、AT P に対して脆弱

である。  

１ 価格の引き直しと取引の否認・再構築の明確化（実体法

面の観点から）  

 実体法面の課題は、より経済実質に軸足を置いた T P ガイドライン

と形式重視のわが国の移転価格税制との整合性である。  

BEP S プロジェクト後、移転価格と価値創造を一致させるため、改

正後の TP ガイドラインは、正確な描写分析に基づく比較可能性分析

の指針を示したが、わが国の法令や通達・事務運営指針の改正はなさ

れておらず、明確化が図られていない。また、事業再編に係る指針も

いまだ反映されていない。  

本章第１節１で述べたとおり、T P ガイドラインの指針に従って、

その取引の形式と実質が異なる場合、実質の取引に基づいて、比較対

象分析を行い、独立企業間価格を算定することは、移転価格上の「価

格の引き直し」の範囲であると考えるが、現行の法状況において、裁

判所が、取引実質を重視した課税を受け入れるのか疑問である 2 0 5。

税務当局は、アドビ事件と同様の事案が発生した場合、チャレンジす

るかも知れないが、その判断を裁判所に委ねるのは、法的安定性や予

測可能性に問題がある。  

この課題に対処するため、措法 6 6 条の４の規定振りを、O ECD モ

デル租税条約第９条に平仄を合わせて措法 6 6 条の４を「価格」から

「条件」、あるいは、「価格」でなく「所得」という規定振振りに変更

することで、価格の引き直しの範囲であることの明確化を図られるべ

きである 2 0 6。あるいは、措法 66 条の４の規定振りを「関連者取引か

ら獲得される利益の適正な配分、つまり、各当事者の貢献に応じてぞ

 
2 0 5  今村・前掲注 1 3 1、１， 1 6～ 1 7 頁。  
2 0 6  吉村政穂「移転価格税制の強化（無形資産の移転を中心に）」日税研論集 7 3
号 4 3、 6 4 頁（ 2 0 1 8）。  
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れぞれの帰属所得をみなし計算する 2 0 7」と変更するなど、実質主義

の明文化を検討されるべきではないだろうか。  

また、国際ルールと調和を図り、移転価格を利用した租税回避に対

抗するためには、移転価格上の否認規定 2 0 8などの規定を整備して、

取引の否認・再構築を認めることも検討されるべきである。なお、取

引の否認・再構築は、T P ガイドラインの指針と同様に、商業合理性

基準により、限定的に適用されるのが望ましい。  

これらの法制化が困難な場合には、事務運営指針や別冊参考事例集

などに TP ガイドラインに整合的な移転価格分析や事業再編に係る指

針を反映させるなどして、納税者の予測可能性を高めることが望まれ

る。  

２ 透明性の確保とコンプライアンスコストの軽減（手続法

面の観点から）  

移転価格税制において、手続法面での最も大きな課題は、納税者の

資料提出を担保する制度 2 0 9の充実である。  
 

2 0 7  金子氏は、「二か国間の利益配分する方法も包括する上位概念として、所得移

転対策税制というネーミングを用いるほうが制度に適合しているのではなかろう

か。」と述べる。金子宏「序説〜意義と内容」日税研論集 6 4 巻３、2 3 頁

（ 2 0 1 3 )。  
2 0 8  吉村・前掲注 2 0 6  、 6 4 頁、「移転価格税制が国際的租税回避の否認規定の一

つであり、わが国の課税権の確保を阻害しないようにすべきであることである。」

望月・前掲注 4 9、  9 5 頁。  
2 0 9  税務当局が、自国の主権（執行管轄権）の及ばない国外の納税者情報を取得

する手段に、租税条約に基づく情報交換制度がある（福地啓子「租税回避取引調

査と情報交換  その歩みと今後～C R S（共通報告基準）を踏まえて〜」国際税務

3 9 巻８号 4 4、 4 8 頁（ 2 0 1 9）、増井良啓＝宮崎裕子『国際租税法（第４版）』 1 7
頁（東京大学出版会、 2 0 1 9）。）。近年、自動的情報交換の分野では、近年、税の

透明性を確保するため、急速な進展があり、世界共通のフォーマットを使って、

自国の納税者の国外に存在する預金口座残高情報を提供しあう共通報告基準

（C R S：C o m m o n  R e p o r t i n g  S t a n d a r d）が導入された。税務当局は、大量の

情報を入手することができるようになり（増井良啓「非居住者に係る金融口座情

報の自動的交換 - C R S  が意味するもの」論究ジュリスト 1 4 号 2 1 8、 2 1 8〜 2 2 3
頁（ 2 0 1 5）、増井良啓「租税手続法の国際的側面」宇賀克也＝刻々尚史『現代行

政法の構造と展開 小早川光郎先生古稀記念』2 0 8 頁（有斐閣、 2 0 1 6）、増井良

啓「国際課税における手続きの整備と改革」日税研論集 7 1 号１、 1 頁

（ 2 0 1 7）。）、租税回避取引に係る効果は期待される（増井・論究 1 4  号 2 2 3  頁、

吉村政穂「国際的情報交換・徴収共助をめぐる諸問題」租税法研究第 4 7 号 6 1、

6 4 頁（ 2 0 1 9）、福地・ 5 1 頁。）が、C R S の情報は、申告もれなどの端緒や、調
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BEP S プロジェクト後の T P ガイドラインがより経済実質重視に軸

足を置いていることから、税務当局は、どこで価値が創造されている

かを把握する必要があり、これまで以上に税務調査での実態確認とそ

の裏付証拠の入手が重要性を増すことを意味する。実体法が整備され

たとしても、それが実際に機能するかどうかは、手続法の充実、特に、

多国籍企業が保有する国外情報入手がかかっているといっても過言で

はない。  

BEP S プロジェクト後、わが国にもグローバル基準の文書化制度が

整備されたが、AT P に対する対抗措置として、抜本的な改善策とは

言えず、特に、外資系法人の保有する国外情報の入手は、いまだ困難

であることには変わりない。  

この点について、調査対象が、日本親会社の場合、重要な書類は日

本国内に保管がされており、また、国外関連者の保有する資料も親会

社の支配力が及ぶことからその入手可能性は高い一方で、外資系法人

の場合、国外関連者が重要な資料を保有していることから、税務当局

 
査対象の選定に利用される情報であり（福地・4 8 頁、令和元年８月 2 1 日 納税

環境整備に関する専門官会合（第４回）議事録 ５頁、永田国税庁長官官房企画

課長発言）税務調査にて実態解明にあたり、事実納税者から資料提出等の協力が

得られない場合、税務当局が管轄外の特定の納税者に係る情報を収集する手段

は、要請に基づく情報交換制度である（藤谷武史「課税目的の情報交換制度のグ

ローバル化と国内裁判所の役割」東京大学社会科学研究 6 9 巻 1 号 3 9、 3 9〜 7 1
頁（ 2 0 1 8）、有安寛次「国税当局が集める資料と調査への展開 (第４回・完 )租税

条約等に基づく情報交換と新しい情報収集制度」経理情報 1 5 0 0 号 5 6、 5 8 頁

（ 2 0 1 8）、福地・ 4 4 頁。）。しかし、さまざまな問題点があり、その有効性は限定

的であると指摘されており（藤枝純＝角田信宏『タックス・ヘイブン対策税制の

実務詳解  パナマ文書 /抜本的改正から判決事例まで』 3 5 6 頁（中央経済社、

2 0 1 7）、本庄資「濫用的国際租税回避の防止規定の必要性  ～B E P S  プロジェク

ト勧告に伴う国内法改正と  G A A R  導入の是否認論議を中心に～」租税研究 7 9 6
号 1 5 7、 2 1 5 頁（ 2 0 1 6）、細田明「タックスヘイブン対策税制・適用除外要件を

巡る諸問題」月刊税務事例 4 5 巻 11 号 1 6、 2 0 頁（ 2 0 1 3）、中村真由子「租税条

約等に基づく情報交換について」中里実=太田洋=伊藤剛志編著『デジタルエコノ

ミーと課税のフロンティア』3 6 頁（有斐閣、 2 0 2 0）、渕圭吾「『パナマ文書』に

基づく課税処分及び脱税犯の訴追の可能性」ジュリスト 1 4 9 6 号 2 4、 2 4 頁〜 3 0
頁（ 2 0 1 6）。）特に、移転価格税制の適用の場面においては、わが国と被要請国の

利害が相反し、被要請国にとっては自国の企業に対する移転価格課税に繋がる情

報であることから、被要請国からの協力が得られる可能性が低く（猪野茂「国外

情報アクセスの現状と問題点」本庄資編著『移転価格税制執行の理論と実務』

4 3 9 頁（大蔵財務協会、 2 0 1 0）。）、有効な手段とは言い難い。  
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にとって国外資料の入手困難なことが多く、執行の内外格差があるこ

とは、以前から指摘されている 2 1 0。  

また、文書化制度の強化は、あらたな問題も引き起こす。  

まず、企業にとってのコンプライアンスコストの増大である。納税

意識の高い多国籍企業ほど、そのコンプライアンスコストは相対的に

大きいと指摘されており 2 1 1、文書化を一律に金額基準で義務付ける

ことが望ましいのか疑問である。また、企業が文書化義務を果たさな

かった場合に発動される同業者調査については、調査の対象となる法

人と資本関係も取引関係もない第３者に対して、コンプライアンスコ

ストを負担させることになる。  

次に、自国の企業の進出国における移転価格課税リスクの増大であ

る。CBCR にて提供される情報は、「適切な使用」が求められ、経済

分析及び統計分析に使用し、その情報をもって定式配分方式で課税す

ることは許されない（パラ 5 .5 9）とされているが、CBCR で提供さ

れる単純化された一連のデータにより、税務当局による誤用や誤解を

誘 発 さ れ て いる こ とが 指摘 さ れる 2 1 2 。 その １つ の 要因 と して 、

CBCR で提供を求めている人員数、資産、資本などの指標が、3 5 年

前であれば、価値創造との間に強い相関関係があったかもしれないが、

経済のグローバル化やデジタル化の進展した現在では、価値創造との

相関関係が大幅に損なわれており、あるべき利益配賦と一致しないこ

とが挙げられている 2 1 3。多くの税務当局は、CBCR の使用には慎重

ではあるものの 2 1 4、新興国が粗い移転価格課税を行わないとも言い

切れない 2 1 5。  

多国籍企業の事業活動の全体像の把握には、バリューチェーン分析

 
2 1 0  猪野・前掲注 8 1、 4 3 9〜 4 4 0 頁。  
2 1 1  江波戸・前掲注 1 8 3、 1 6 5〜 1 6 6 頁。  
2 1 2  中村信行「海外論文紹介 C b C 報告書の活用について」租税研究 8 6 8 号、

1 8 5、 1 9 9〜 2 0 2 頁（ 2 0 2 2）。  
2 1 3  中村・前掲注 2 1 2、 1 9 9〜 2 0 2 頁。  
2 1 4  中村・前掲注 2 1 3、 1 9 9 頁。  
2 1 5  中村真由子「行動 1 3：移転価格文書」中里実=太田洋=伊藤剛志編『B E P S
とグローバル経済活動』 3 2 0 頁（有斐閣、 2 0 1 7）、望月・前掲注 1 9 0、 2 6 9 頁。  
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は有益である 2 1 6。中国は、関連取引申告および移転価格同時文書化

の管理に関する公告（公告 4 2 号）に基づき、L F においてバリューチ

ェーン分析を求めている 2 1 7。これは、中国が利益分割法や定式配分

によるグローバル利益配分に関心がある証拠 2 1 8と見る向きもある。

バリューチェーン分析は、当局にとっては、有益な情報であるが、移

転価格に係る情報は、センシティブであり、文書化制度の強化による

過度な自国の企業情報を開示は、自国の企業の進出先である新興国で

の移転価格課税リスクを高める原因にもなりうる。  

 これらの課題の解決策として、例えば、DP T のように、AT P を企

てる当事者から直接資料を入手する制度の導入を検討されるべきでは

ないだろうか。BEPS に対し、英国やオーストラリアが先んじて独自

の制度を導入したことに対して、O E CD 各国から足並みを乱すなど

さまざまな批判 2 1 9もあったが、実体法面だけでなく、手続法面で、

執行管轄権によるその限界を是正する方法として、D P T の仕組みは

大いに参考になる。  

 一方で、納税者の負担の軽減のための何らかの手当ても必要である。

例えば、納税者が移転価格について更正等の処分を受けることになっ

た場合、文書化義務を果たしていれば、過少申告加算税を軽減するな

どの制度 2 2 0のほか、移転価格課税について、少額取引は免除とする

2 2 1などが考えられる。また、文書化については、国際的協調を図り、

書式の共通化や作成基準の統一をすすめるのが望ましい。  

そして、多国籍企業のコンプライアンスコストが明らかに増大して

 
2 1 6  井藤正俊『移転価格の実務 Q & A』 1 3 5〜 1 4 0 頁（清文社、 2 0 2 0）。  
2 1 7 J e f f  Yu a n =楊鋒=黒川兼=岡田至康「中国の新たな移転価格文書化要件とその

対応策」租税研究 8 0 6 号 2 0 0、 2 0 9 頁、 2 1 7〜 2 2 0 頁（ 2 0 1 6）。  
2 1 8  山川・前掲注 1 8 3、 6 2 7 頁。  
2 1 9  吉村・前掲注 11、 2 11 頁、 2 1 6 頁、緒方・前掲注 1、 1 9 6、 2 2 3 頁、岩品・

前注 1 5 2、 1 3 2〜 1 3 2 頁、佐藤良「デジタル経済の課税をめぐる動向」情報と情

報 1 0 1 0 号１、11 頁（ 2 0 1 8）、飯守・前掲注 1 2 8、 3 2 4〜 3 2 5 頁。  
2 2 0  I R C  6 6 6 2 条、酒井貴子「アメリカにおける移転価格税制と正確性に関する

罰則金」税法学 5 4 2 号 9 1、 111〜 11 8 頁、 1 2 8〜 1 2 9 頁（ 1 9 9 9）。  
2 2 1  井藤・前掲注 2 1 6、  4 5 9〜 4 6 0 頁。  
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いる中、政府がベンチマークを提供することは有益であろう 2 2 2。例

えば、オーストラリアでは、輸入販売業者を「ライフサイエンス業

界」、「情報通信業界」、「自動車業界」の３つの特定業界、及び、その

他すべてを「一般的な販売会社」に分類して、オーストラリア国税庁

（AT O）の観点で移転価格課税リスクの評価をする利益指標をリス

ク低、中、高に区分して情報を提供している 2 2 3 。また、現在も、

OECD で議論が継続されているいわゆる「デジタル課税」 2 2 4の第１

の柱の利益Ｂについては、市場国に PE がある場合（基礎的な販売・

流通活動の場合）、簡素化のために販売利益について一定の率を決定

して固定報酬を与えることが検討されている 2 2 5。企業のコンプライ

アンスコストを軽減させるために、わが国においても、納税者に対し

目安となるベンチマークを提供することも検討されるべきでないだろ

うか。  

 

おわりに  

本稿では、実体法面と手続法面の双方から、アドビ事件を素材とし

て、わが国の移転価格税制の課題について検討を行った。  

移転価格と価値創造を一致させる基本理念のもと、BEPS プロジェ

クト後の TP ガイドラインは、形式より実質重視な立場を明確にした。

TP ガイドラインに整合的に執行されているわが国では、私法上の契

約関係を尊重しながらも、当事者間の取引実態に基づいた検証がなさ

 
2 2 2  2 0 2 0 年２月 1 4 日付日本経済新聞記事。  
2 2 3  長田・前掲注 1 8 8、 3 2 9〜 3 3 2 頁。  
2 2 4  第１の柱の対象企業は、デジタル企業に限らず、売上高及び営業利益率で特

定されることから、もはや「デジタル課税」ではないとの見方もあるが、「経済の

デジタル化」の受益者が得る超過利益に対する新しい課税制度であることが前提

であるという意味で、「デジタル課税」とも整理でいる。南繁樹「 1 0 月に合意さ

れた『O E C D デジタル課税・世界最低税率制度』の概要と企業への影響」国際税

務第 4 1 巻 1 2 号、 2 6、 2 6〜 2 7 頁（ 2 0 2 1）。  
2 2 5  南繁樹「7 月に合意された『O E C D デジタル課税・世界最低税率制度』の概

要と日本企業への影響」国際税務 4 1 巻 1 0 号 1 8、 1 8〜 2 2 頁（ 2 0 2 1）、太田洋=
増田貴都「デジタル課税・全世界共通最低法人税率に係る  歴史的合意とは  ～
O E C D / G 2 0  B E P S 包摂的枠組みによる『経済のデジタル化に伴う  課税上の課題

に対応する二つの柱の解決策に関する声明』の概要」租税研究 8 6 4 号 2 0 0、 2 0 7
〜 2 0 8 頁（ 2 0 2 1）。  
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れることになろう。この点について、現行法上、実体法面で、大きく

改正がなされていないため、実際に訴訟となった場合、裁判所が、移

転価格上の価格の引き直しの範囲と判断するのか判然とせず、法的安

定性と予測可能性の観点で問題がある。  

そこで、措法 66 条の４の規定振りの改正や移転価格上の否認規定

の新設を提案したが、本稿では、具体的な検討はできていないため、

今後の研究の課題と位置付けたい。  

また、移転価格税制の実効性を高めるには、実体法面と手続法面の

両輪の手当てが必要であるが、実体法面で、契約の形式よりも実質を

重視され、調査による事実認定の重要性が高まったことから、手続法

面での強化が求められる。多国籍企業の活動の全体像（バリューチェ

ーン）や関連者間取引の実態を把握して、どの拠点で価値を創造して

いるのかを検証するためには、これまで以上に多国籍企業が保有する

情報の入手が不可欠である。  

情報入手のためには、文書化制度の充実が挙げられるが、企業のコ

ンプライアンスコストの増大が問題となる。  

さらに、全世界的な新型コロナウイルス感染の広がりにより、いず

れの国の財政もひっ迫しており、特に新興国における移転価格課税の

強化が指摘されている 2 2 6。CBCR の情報は、従来文書化で求められ

た LF とレベル感が異なる多国籍企業の活動全体を把握するものであ

るが、直接の課税の根拠資料には使わないことを TP ガイドラインで

謳っているものの、新興国が必ずしもそのルールに従う保証はない

2 2 7。  

したがって、自国の企業の国外での移転価格リスクの増大に配意す

ると、文書化制度の強化ではなく、ATP を企てる多国籍企業から直

接情報を入手する仕組みを構築することが検討されるべきと考える。

DPT は、税務当局が DPT の対象となる迂回取引などを事前にガイダ

 
2 2 6  2 0 2 1 年 5 月 1 6 日付日本経済新聞記事。  
2 2 7  中村・前掲注 2 1 5、 3 1 9～ 3 2 0 頁、大城・前掲注 1 8 6、 2 3 9 頁、矢内・前掲

注 1 8 2、 1 3 1 頁。  
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ンスで示し、該当する取引を行っている多国籍企業から、自発的な情

報提出を促すものであり、その制度設計は参考になると思われる。  

ところで、20 21 年 10 月８日、「BEPS 包摂的枠組み」会合にて、

BEP S プロジェクト行動１（法人税の最低税率とデジタル課税の導入）

に係る新たな国際法人課税ルールに関する国際合意がなされた 2 2 8。  

わが国でも、今後、デジタル課税等の導入に向けて国内法の整備が

なされていくだろうが、実際に執行がなされる場合は、各国の税務当

局が自国に拠点のない外国法人に申告、納税を求めることになるため、

正しく申告されているかを確認するには、外国法人に対する税務調査

や国外情報の入手手段など、執行面の実行可能性のある制度設計の整

備が喫緊の課題となる 2 2 9。国外情報が不可欠であるから、まずは現

在の文書化制度を充実させることで対応することになろう 2 3 0。  

最後に、米国と欧州の対立から始まったデジタル課税の強化策は、

わ が 国 の 企 業 に と っ て 、「 公 正 な 競 争 条 件 を 確 保 す る （ l ev e l  

p l ay i n g  f i e l d）」上でメリットがあると考えられていた 2 3 1が、新ル

ールの課税対象が広範囲になることは、既存課税との重複リスクが他

の先進国企業よりも高いことが懸念されている 2 3 2。新ルールでは、

超過利益の一部が市場国に配分される 2 3 3とともに、移転価格税制に

おいては、「価値創造に沿った利益配分」という曖昧な概念を採用し

たため 2 3 4、結果的には、わが国の企業にとって、進出先の新興国に

 
2 2 8  P W C「B E P S 包摂的枠組（ I F）G 2 0 における大筋合意の概要と影響」

B E P S ニュース 1〜９頁（2 0 2 1 )  。  
h t t p s : / / w w w. m o f . g o . j p / t a x _ p o l i c y / s u m m a r y / i n t e r n a t i o n a l / 2 0 2 11 0 0 9 . h
t m l   財務省 H P  (最終検索日：令和４年 1 月 1 7 日 )。  
2 2 9  令和２年 1 0 月 2 1 日納税環境に関する専門家会合（第３回）議事録、1 2〜

2 2 頁（中島氏発言）。  
2 3 0  青山慶二「日本企業への影響」ジュリスト 1 5 6 7 号 3 5、 3 9 頁（ 2 0 2 2）。  
2 3 1  B E P S 実務研究会・前掲注  1 8 4、 1 0〜 11 頁（高野氏発言）、青山・前掲注

2 3 0、 3 6 頁。  
2 3 2  青山・前掲注 2 3 1、 3 9 頁。  
2 3 3  新興国が漁夫の利を得る結果となる。南繁樹「デジタル課税－主権国家間の

『協調の体系』形成への試み」ジュリスト 1 5 6 7 号 2 1、 2 8 頁（ 2 0 2 2）。  
2 3 4  飯守・前掲注 1 2 8、 3 2 4 頁、緒方氏は、「価値創造の場での課税」という概念

は理論的には正しいが、どのように付加価値が創造された場所を判断するか議論

が必要と指摘。緒方・前掲注 9 7、 2 6 1 頁、浅妻氏は、価値創造基準の難点を指

摘。浅妻・前掲注 1 2 7、  4 6〜 4 7 頁。  
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て、自国企業の価値創造への貢献を主張され、利益分割法や定式配分

方式にて移転価格課税を受けるリスクが一層高まっている 2 3 5。今後、

クロスボーダー取引に係る紛争の増加が懸念されることから、事前回

避や紛争解決の制度の充実が求められるだろう 2 3 6。  

デジタル課税は、移転価格税制と重なる部分が多く、特に O ECD

が長年固持してきた独立企業原則を超えて、定式配分方式を一部容認

する動きがある 2 3 7ことから、デジタル課税の実体法面及び手続法面

についての課題について、今後の研究の課題としたい。  
 

2 3 5   わが国の企業は、すでに、特にアジア地域で独立企業原則から外れた課税方

法による移転価格課税による二重課税問題に直面している。P W C 税理士法人

「平成 3 0 年度我が国内外の投資促進体制整備等調査」1 2 5〜 1 3 4 頁（ 2 0 1 9）。

h t t p s : / / w w w. m e t i . g o . j p / p o l i c y / e x t e r n a l _ e c o n o m y / t o s h i / k o k u s a i s o z e i / 3
0 f y _ i t a k u c h o u s a _ h o n b u n . p d f  経済産業省 H P（最終検索日：令和４年２月

1 2 日）。  
2 3 6  わが国では、合法性の原則を根拠に認められていないが、移転価格税制に限

定して訴訟での和解なども検討の余地があると思われる。  
2 3 7  渡辺智之「経済のデジタル化と B E P S プロジェクト」日本機械輸出組合国際

税務研究論文８頁（ 2 0 2 0）。  
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  中里実=弘中聡浩=渕圭吾=伊藤剛志=吉村政穂編『租税法概説（第４版）』

（有斐閣、2 0 2 1）  

  長田大輔「豪州」山川博樹編著『電子経済課税と移転価格』（中央経済社、

2 0 2 0）  

  長戸貴之「『分野を限定しない一般的否認規定（G A A R）』と租税法律主義」

ファイナンシャルレビュー1 2 9 号（2 0 1 7）  

  中村信行「海外論文紹介 C b C 報告書の活用について」租税研究 8 6 8 号

（2 0 2 2）  

  中 村 真 由 子 「 行 動 1 3 ： 移 転 価 格 文 書 」 中 里 実 = 太 田 洋 = 伊 藤 剛 志 編
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『B E P S とグローバル経済活動』（有斐閣、2 0 1 7）  

  中村真由子「租税条約等に基づく情報交換について」中里実 =太田洋 =伊

藤剛志編著『デジタルエコノミーと課税のフロンティア』（有斐閣、2 0 2 0）  

  西山由美「『 I B M 事件』―譲渡損失と連結納税を利用したタックス・スキ

ーム～東京地裁平成 2 6 年５月９日〜」W L J 判例コラム第 4 2 号（2 0 1 5）  

  西山由美「『 I B M 事件』控訴審判決 一連の取引の『不当性』判断をめぐ

って～東京高裁平成 2 7 年３月 2 5 日判決〜」W L J 判例コラム第 5 3 号

（2 0 1 5）  

  平井恵理子「O E C D  B E P S の行動計画に先行した英国の迂回（うかい）

利益税」E Y 情報センサー1 0 8 号（2 0 1 5）  

  福地啓子「租税回避取引調査と情報交換 その歩みと今後～C R S（共通報

告基準）を踏まえて〜」国際税務 3 9 巻８号（2 0 1 9）  

  藤枝純「移転価格税制における実務上の課題」金子宏 =  中里実 =  J .マー

ク・ラムザイヤー編『租税法と市場』（有斐閣、2 0 1 4）  

  藤枝純＝角田信宏『タックス・ヘイブン対策税制の実務詳解 パナマ文書

/抜本的改正から判決事例まで』（中央経済社、2 0 1 7）  

  藤枝純「評価困難な無形資産に関する O E C D ガイダンスの解説」国際税

務 3 8 巻９号（2 0 1 8）  

  藤谷武史「課税目的の情報交換制度のグローバル化と国内裁判所の役割」

東京大学社会科学研究 6 9 巻（2 0 1 8）  

  藤巻一男 「我が国の移転価格税制における推定課税について」税大論叢

4 2 号（2 0 0 3）  

  藤巻一男「クロスボーダー取引の拡大・変容と質問検査権の行使等に関す

る研究」税大論叢 4 6 号（2 0 0 4）  

  渕圭吾「パナマ文書」に基づく課税処分及び脱税犯の訴追の可能性」ジュ

リスト 1 4 9 6 号（2 0 1 6）  

  細田明「タックスヘイブン対策税制・適用除外要件を巡る諸問題」月刊税

務事例 4 5 号（2 0 1 3）  

  本庄資「移転価格税制の本質」『移転価格税制執行の理論と実務』（大蔵財

務協会、2 0 1 0）  
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  本庄資「情報の非対称性と文書化の必要性」本庄資編著『移転価格税制執

行の理論と実務』（大蔵財務協会、2 0 1 0）  

  本庄資「外国子会社合算税制の適用除外要件の充足の有無」ジュリスト

1 4 7 2 号（2 0 1 4）  

  本庄資「濫用的国際租税回避の防止規定の必要性  ～B E P S  プロジェクト

勧告に伴う国内法改正と  G A A R  導入の是否認論議を中心に～」租税研究

7 9 6 号（2 0 1 6）  

  本部勝大「租税回避と法」租税研究 8 5 6 号（2 0 2 1）  

  増井良啓「事業再編」日税研論集 6 4 巻（2 0 1 3 )   

  増井良啓「非居住者に係る金融口座情報の自動的交換 - C R S  が意味するも

の」論究ジュリスト 1 4  号（2 0 1 5）  

  増井良啓「非居住者に係る金融口座情報の自動的交換  :  C R S  が意味する

もの」論究ジュリスト 1 4 号（2 0 1 5）  

  増井良啓「租税手続法の国際的側面」宇賀克也＝交告尚史編『現代行政法

の構造と展開 小早川光郎先生古稀記念』（有斐閣、2 0 1 6）  

  増井良啓「国際課税における手続きの整備と改革」日税研論集 7 1 号

（2 0 1 7）  

  増井良啓＝宮崎裕子『国際租税法（第４版）』（東京大学出版会、2 0 1 9）  

  松下滋春「移転価格関連通達等の改正について」租税研究 7 4 9 号（2 0 1 2）  

  水野時孝＝村松昌信＝河村真紀子共著 羽床正秀編著『移転価格税制詳細

〜理論と実践ケーススタディ』（大蔵財務協会、2 0 2 0）  

  三塚琢磨「B E P S 行動計画と我が国の新移転価格文書」国際税務 3 7 巻９

号（2 0 1 7）  

  南繁樹「わが国の移転価格税制の概要と B E P S 対応」金子宏監修『現代租

税法講座第４巻国際課税』（日本評論社、2 0 1 7）  

  南繁樹「７月に合意された O E C D デジタル課税・世界最低税率制度」の

概要と日本企業への影響」国際税務 4 1 巻 1 0 号（2 0 2 1）  

  南繁樹「1 0 月に合意された『O E C D デジタル課税・世界最低税率制度』

の概要と企業への影響」国際税務第 4 1 巻 1 2 号（2 0 2 1）  

  南繁樹「デジタル課税－主権国家間の『協調の体系』形成への試み」ジュ
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リスト 1 5 6 7 号 ( 2 0 2 2 )  

  村田守弘＝藤澤鈴雄「移転価格税制適用事案の判例 -アドビ事件（業務委

託契約におけるリスク負担に対する裁判所の判断について）」N B L 9 1 6 号

（2 0 0 9）  

  村田守弘「移転価格税制適用事案の判例（アドビ事件） -裁判所が判断を

下さなかったシークレットコンパラブルについて -」月刊税務事例 4 2 号

（2 0 1 0）  

  茂木裕晃「移転価格税制に係る一考察－クロスボーダーでの事業再編を中

心として」『租税資料館受賞論文集 2 1 回下巻』（租税資料館、2 0 1 3）  

  望月文夫「シークレット・コンパラブルに関する考察」税大ジャーナル

2 0 号（2 0 1 3）  

  望月文夫「B E P S の日本企業への影響〜移転価格文書化と国別報告書を中

心に〜」租税研究 7 7 8 号（2 0 1 4）  

  森信茂樹「米国 I T 企業の国際的租税回避にどう対処すべきか (その２ )」

アマゾン・ドット・コムへの課税」 ( 2 0 1 7 )  東京財団政策研究所 H P   

  矢内一好「一般否認規定の各国比較と日本への導入」租税研究 7 7 9 号

（2 0 1 4）  

  矢内一好「利益情報の国別報告も必須に！平成 2 8 年度税制改正の移転価

格文書義務」企業会計 6 8 巻５号（2 0 1 6）  

  矢内一好「豪州の多国籍企業租税回避防止法と迂回利益税」月刊税務事例

4 9 号（2 0 1 7）  

  矢内一好「国際税務における最近の諸問題－電子商取引・B E P S 条約・義

務的開示制度－」経理研究第 6 0 号（2 0 1 8）  

  矢内一好「義務的開示制度と一般否認規定  ⑵」商学論纂（中央大学）第

6 0 巻第５・６号（2 0 1 9）  

  山川博樹『我が国における移転価格税制の執行 -理論と実務 -』（税務研究

会出版、2 0 0 6）  

  山川博樹「日本の移転価格税制の概要」本庄資編著『移転価格税制執行の

理論と実務』（大蔵財務協会、2 0 1 0）  

  山川博樹「大規模法人の税務の課題－国際課税を中心に－」租税研究 7 6 6
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号（2 0 1 3）  

  山川博樹＝田中奈名子「B E P S プロジェクト最終報告書の概要と実務への

影響 第２回「行動 1 3  移転価格文書化の概要の日本企業の実務への影

響」週刊税務通信 3 4 11 号  ( 2 0 1 6 )  

  山川博樹「移転価格税制の見直し」本庄資  編著『国際課税ルールの新し

い理論と実務  :  ポスト B E P S の重要課題』（中央経済社、2 0 1 7）  

  山川博樹「移転価格の利益分割法の在り方」本庄資編著『国際課税ルール

の新しい理論と実務  :  ポスト B E P S の重要課題』（中央経済社、2 0 1 7）  

  山田真毅「移転価格算定におけるリスクの理解」山川博樹編著『国際課

税・係争のリスク管理と解決策』（中央経済社、2 0 1 7）  

  山本英幸「シークレット・コンパラブルによる移転価格課税と申告納税制

度」租税訴訟第 3 号（2 0 1 0）  

  吉岡博之「タックスプランニングの結果と税務訴訟 a d o b e の事例研究」

税務弘報 6 3 巻 1 0 号（2 0 1 5）  

  吉村政穂「移転価格税制と無形資産－B E P S 最終報告書の公表を受けて」

租税研究 7 9 7 号（2 0 1 6）  

  吉村政穂「B E P S によって何が変わったか」租税研究 7 9 9 号（2 0 1 6）  

  吉村政穂「租税手続法の一環としての一般的否認規定？－国税通則法制定

に関する答申をめぐる議論を振り返る」日税研論集 7 2 号（2 0 1 7）  

  吉村政穂「移転価格税制の強化（無形資産の移転を中心に）」日税研論集

7 3 号（2 0 1 8）  

  吉村政穂「国際的情報交換・徴収共助をめぐる諸問題」『租税手続き法の

新たな地平』租税法研究第 4 7 号（租税法学会、2 0 1 9）  

  吉村政穂「国際的情報交換・徴収共助をめぐる諸問題」租税法研究第 47

号（2 0 1 9）  

  渡辺徹也「デジタル課税」租税研究 8 5 7 号（2 0 2 1）  

  渡辺智之「所得相応性基準」日本機械輸出組合国際税務研究会研究論文

（2 0 1 7）  

  渡辺智之「経済のデジタル化と B E P S プロジェクト」日本機械輸出組合国

際税務研究論文（2 0 2 0）  
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  J e f f  Yu a n =楊鋒=黒川兼=岡田至康「中国の新たな移転価格文書化要件と

その対応策」租税研究 8 0 6 号（2 0 1 6）  

  「第１章 B E P S  の全体像」B E P S 実務研究会編『B E P S の実務Ⅰ』（商事

法務、2 0 1 7）  

  E Y 税理士法人「英国歳入庁が利益迂回に係る開示制度を開始」 J a p a n  

Ta x  a l e r t  ( 2 0 1 9 )   

  P W C 税理士法人「平成 3 0 年度我が国内外の投資促進体制整備等調査」

（2 0 1 9）  

  P W C 税理士法人「B E P S 包摂的枠組（ I F）G 2 0 における大筋合意の概要

と影響」B E P S ニュース（2 0 2 1 )   

  ベイカーマッケンジーニュースレター5 6 号（2 0 2 1）  

  2 0 1 0 年 11 月 9 日税制調査会専門家委員会「国際税務に関する論点整理」

及び「国際税務に関する論点のポイント」  

  令和元年８月 2 1 日納税環境整備に関する専門官会合（第４回）議事録  

  令和２年 1 0 月 2 1 日納税環境に関する専門家会合（第３回）議事録  
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